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第１章 はじめに  
 
社会的責任とは何か、そしてそれを実施する上で組織が何に、また、どのよう
に取り組むべきなのかに関する手引きを提供する国際規格として発行された ISO 
26000 において、ステークホルダーエンゲージメントは非常に重要な位置づけが
なされている。ステークホルダーエンゲージメントは、企業がステークホルダー
の考え方を知り、それを社会的課題への対応に反映させるために不可欠なプロセ
スであると位置づけられているのである。  
多くの論者の間で本格的なステークホルダーエンゲージメントの起源とされる
ものは、1980 年代後半に起こったカナダのブリティッシュコロンビア州における
木材会社に対する NGO の抗議、あるいは 1990 年代に起こったロイヤル・ダッチ・
シェルの北海のブレントスパーにおける施設投棄とナイジェリアにおける施策に
対する NGO の抗議である。ステークホルダーエンゲージメントは、それまでは、
株主、顧客、従業員、そしてせいぜいが操業地域のコミュニティといったいわゆ
る中心的なステークホルダーに対して低い位置づけがなされていたその他のステ
ークホルダーからの企業に対する自発的な抗議から生じた。そして、当初は企業
とステークホルダーの間には大きな溝があり強い摩擦が顕著であったが、やがて
両者の間で歩み寄りが始まり衝突という状態は緩和されて継続的な協議を行うと
いう定常状態へと移行することになる。  
こうしたステークホルダーとの新たな関係において企業が得たものは知識と評
判であった。それまでは企業の視野の外にいたステークホルダーとのやり取りに
おいては、通常の企業活動においては接することなかった新たな視点がもたらさ
れることになる。こうした知識・情報は新たなビジネスチャンスとリスクを見出
すために有用であると考えられたのである。さらに、社会から大きな信頼と支持
を獲得しているステークホルダーとの関係構築そのものが正統性を付与すること
も企業にとって大きなメリットであるとされた。  
社会のニーズを知ることによって、企業の社会のサステナビリティ課題への取
り組みが促進され企業もまたその活動に恩恵を受けるものとしてステークホルダ
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ーエンゲージメントは理論化され、定式化されるようになった。その代表的なも
のが GRI のガイドライン、アカウンタビリティ社の AA1000 であり、そうした流
れが ISO26000 にも受け継がれることになったのである。  
ステークホルダーエンゲージメントは、以上のとおり進化し企業社会に浸透し
てきたが、問題点も数多く指摘されている。その様々な議論の中心に位置するの
は、過度の対立による影響力の喪失か、さもなくば企業によるステークホルダー
の取り込みによってもたらされる批判力の喪失かの二元論ともいえるものである。
ステークホルダーエンゲージメントが、ステークホルダーからの企業に対する抗
議・批判から発生したものである以上、そこには企業とステークホルダーの間に
おける根源的な緊張関係が存在している。その緊張関係が微妙なバランスをとる
ことで一定の関係が成立するようになったわけであるが、その微妙なバランスが
崩れた時に発生するのが上述した問題である。  
本研究は、こうしたステークホルダーエンゲージメントの実践が抱える課題に
ついて考察するために、公共性、新しい社会運動、多元的民主主義といった概念
を導入する。これらの社会学、政治学の領域の概念の検討を通して見出されるの
は、対立の構造における「敵」と「対抗者」の区別である。それは、いわば対立
が社会の資産となるための知恵である。  
本研究は「敵」と「対抗者」を区別したステークホルダーエンゲージメントを
本来期待されているポテンシャルを発揮するためのキー概念としてとらえて進め
る。そして、質問票調査とケーススタディを実施して日本におけるステークホル
ダーエンゲージメントの実情を把握して課題解決の方向を探る。  
本研究の構成は以下のとおりである。第 2 章では、まず第 1 節でステークホル
ダーエンゲージメントとは何かについての文献レビューを行った上で本研究にお
けるステークホルダーエンゲージメントの定義を明らかにする。その上で先行研
究のレビューを通して現在のステークホルダーエンゲージメントが、過度の対立
による影響力の喪失か企業によるステークホルダーの取り込みがもたらす批判力
の喪失かというディレンマを抱えてしまうリスクを指摘する。そして続く第 2 節
においては、そうしたステークホルダーエンゲージメントの課題の解決の方向を
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見いだすことを目的として、まず、ハーバーマス、クロスリーといった論者の公
共圏、新しい社会運動の議論について検討して社会システムの生み出す矛盾への
抵抗としての公共圏という社会運動の意義を見いだす。そして、さらに、アレン
トの現われの空間、ムフの多元的民主主義へと議論を進めて「対抗者」によるス
テークホルダーエンゲージメントという概念を導出する。そして、第 3 節で対抗
者によるステークホルダーエンゲージメントの概念について詳細な検討を加えて
研究課題の明確化を行う。  
この後、本研究は我が国におけるステークホルダーエンゲージメントの実態調
査へと移る。調査は、文献レビューから導出した 4 つの活動について実施されて
いる。すなわち、企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ、ステ
ークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ、ステークホル
ダーによるコンサルテーション、パートナーシップの 4 つである。まず、第 3 章
の第 1 節で調査の概要を述べた後、第 2 節では、日本のステークホルダーエンゲ
ージメントの現状についてステークホルダーに対する質問票調査を実施して分析
を行っている。対象としたのは『東洋経済 CSR 総覧（2013）』において企業との
エンゲージメントの実績があるとして名前の挙がっていた団体である。ここでは、
本研究の研究課題となる「対抗者」による活動の可能性について検討を行う。続
く第 3 章の第 3 節では企業に対する質問票調査を実施して分析を行う。ここでは、
全体的な傾向を明らかにするとともに先行研究においては批判の多い企業からの
依頼によるステークホルダー・ダイアローグを実施している企業について分析を
行う。  
第 4 章では、「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントについてケ
ーススタディを行って、関係を喪失しない対立と自らの立場を維持する協働がど
のように行われているかについて検証を実施する。最後に第 5 章で結論とインプ
リケーションを述べて本研究を終了する。  
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第２章 多元的民主主義としてのステークホルダーエンゲージメント  
 
１節 ステークホルダーエンゲージメントの課題  
 
１）ステークホルダーエンゲージメントとは何か  
 
 ISO26000:2010 によると、企業の社会的責任の「本質的な特徴は、社会及び環
境に対する配慮を自らの意思決定に組み込み、自らの決定及び活動が社会及び環
境に及ぼす影響に対して説明責任を負うという組織の意欲で（中略）ステークホ
ルダーの利害に配慮している」（p.6，訳書 p.48）ことが求められる。そうした背
景のもとでステークホルダーエンゲージメントは「組織の決定に関する基本的情
報を提供する目的で、組織（中略）と一人以上のステークホルダー（中略）との
間に対話の機会を作りだすために試みられる活動」（p.4，訳書 p.41）とされる。
正に、企業の社会的責任を考えるうえでの根幹となるものなのである。そして、
その形態としては、個人的な会合、会議、ワークショップ、公聴会、円卓会議、
諮問委員会、定期的かつ組織的な情報提供・諮問手続き、団体交渉、インターネ
ット上の討論会など様々なもの（p.18，訳書 p.75）があげられている。  
また、英国アカウンタビリティ社と UNEP が共同で発表したステークホルダー
エンゲージメントのマニュアルである AccountAbility and UNEP (2005)によれ
ば、ステークホルダーエンゲージメントとは、「組織が、その活動と決定において
ステークホルダーを理解し包含するためのすべての努力をいう包括的な用語」
（p.13）であり、それは、「組織が、その活動に影響を及ぼす情報を収集しトレン
ドを察知することから、透明性を高め、その支持が組織の長期的な成功に決定的
となる個人やグループの信頼を築くことであり、そして、新たな課題と機会に迎
合するためのイノベーションや組織変革を起こすことに至る戦術的および戦略的
なニーズに迎合することを助ける」（p.13）とされる。そして、その手法としては、
「コミュニケーション、コンサルテーション、ステークホルダー・ダイアローグ、
パートナーシップがある」（p.14）。  
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 さらに、ステークホルダーエンゲージメントについて重要な議論を行なってい
るのが、英アカウンタビリティ社が発表したサステナビリティ保証のためのガイ
ド ラ イ ン で あ る AccountAbility(2003) 、 AccountAbility(2006) 、
AccountAbility(2008a) 、 AccountAbility(2008b) で あ る 。 こ の う ち
AccountAbility(2008a)においては、サステナビリティの根本原則として包括性
（Inclusivity）、重要性（Materiality）、対応性（Responsiveness）があげられて
いる。この根本原則のうち包括性（ Inclusivity）がステークホルダーの参画を示
すものであるが、この３つの関係は、「包括性の根本原則は、重要性と対応性の達
成に必須である。これら３原則が一体となって、アカウンタビリティの実現を支
えている。包括性は、重要性を決定するための出発点である。重要性の決定プロ
セスを通して、組織体およびそのステークホルダーにとって最も関連性が高くか
つ重要な課題が決定される。対応性とは、これらの重要課題に関連した、意思決
定、行動およびそれらのパフォーマンスである。」（AccountAbility，2008a，p.9，
訳書 p.9）と表現されている。このように AccountAbility(2008a)における基本的
な認識は、ステークホルダーエンゲージメントが企業のサステナビリティに対す
る取組みの起点であるという点にある。  
 上述のとおり AccountAbility(2008a)は、サステナビリティへの取組みにおける
ステークホルダーの位置づけに関する基本的な視点を提供しているが、ステーク
ホルダーの参画、すなわち、ステークホルダーエンゲージメントに焦点を絞って
議論を行なっているのが、AccountAbility(2005)である。AccountAbility(2005)
は AccountAbility(2008a)でも示されている「AA1000 シリーズ基本原則」のステ
ークホルダーエンゲージメントへの適用について議論しており、それは、「重要
性：ステークホルダーと組織の重大な懸念を知ることが求められる、完全性：ス
テークホルダーの懸念、つまり、彼らの重要課題に関連する見解、ニーズ、及び
パフォーマンスに対する期待と認識を理解することが求められる、対応性：ステ
ークホルダーと組織の重大な懸念に一貫して対応することが求められる」
（ AccountAbility， 2005，訳書 p.18）と説明されている。このように、
AccountAbility(2005)は、サステナビリティへの取組みにおけるステークホルダ
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ーエンゲージメントについて、重要課題（マテリアリティ）について知り～理解
～対応を推進するものであるという位置づけを与えている。  
ISO26000:2010 においては、ステークホルダーの「意見を聞く」ことがステー
クホルダーエンゲージメントとして規定されているが、AccountAbility and 
UNEP (2005)、AccountAbility(2005)、AccountAbility(2008a)においては、「意
見を聞く」にとどまらずその対応を含めることでその定義は広げられているとい
えよう。ステークホルダーのニーズを知ったうえでそれにどのように対応するか
までが問われているからである。  
以上、概観した通り、川原（2007）が、21 世紀型 CSR は何が従来の社会的責
任と異なるのかという問いに対して、ステークホルダーと企業の関係性である
（p.17）と述べているとおり、ステークホルダーエンゲージメントは現在の企業
の社会的責任を検討する上で欠かせない重要な要素となってきており、様々な議
論が展開されている。そうした様々な議論において、対象とされるものについて
は微妙な差異が存在しているが、本研究においては、ISO26000:2010 の基本的な
考え方は踏襲しつつも、AccountAbility and UNEP (2005)、AccountAbility(2005)、
AccountAbility(2008a)が考えているようにステークホルダーとの対話にとどま
らず、その対応についての行動までを含むより幅広い範囲を視野に入れて進めて
行くものとする。  
 
２）ステークホルダーエンゲージメントの起源と変容  
 
AccountAbility and UNEP(2005)は、ステークホルダーエンゲージメントの起
源とその進化を３つの時期に分ける考え方を示している。本節では、その 3 つの
時期に沿ってステークホルダーエンゲージメントについて考察し、進化の過程で
発生した変容とも呼ぶべきものがどのようなものであったのかについて議論する。 
第 1 の時期は、「Awareness」（気付き）の時期と名付けられ、その始まりは 1980
年代にさかのぼる。それは、主に環境とローカルな問題に焦点が当たるかたちで
表われてきた。地域において大きなプレゼンスをもつ企業、あるいは、水や大気
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の汚染、有毒化学物質、重大な事故など特定しやすい環境や消費者への影響をも
たらしている企業に対して批判の目が向けられることが増え、こうした批判への
対応がステークホルダーエンゲージメントとして認識された。この時期のステー
クホルダーエンゲージメントは、リスク・マネージメントのケースが主なもので
ある。それは事後の対応という性格を有しており、企業は、対立を避け、ボイコ
ット、訴訟などによるリスクとコストを最小化することに活動の価値を求めよう
としていた。ステークホルダーエンゲージメントが動的に展開する前段階である
と言える。  
第 2 番目の時期は、「Attentive」（謹聴）の時期と名付けられ、1992 年の国連
の環境と開発に関する会議（地球サミット）のころに始まるとされている。ロー
カルで環境に焦点が当てられていた課題は、この時期により地理的に拡大され、
環境と社会の両面の領域を取りあげるものへと取って代わられた。国連などの国
際機関によって、オゾン層破壊と気候変動の脅威が大きな問題として取り上げら
れるようになり、シェルのブレントスパーの事故における不適切な処置への批判
とその対応などが代表的なケースである。また、以前は最小のインパクトしかも
たらさないと考えられていたナイキやギャップのような企業が、ステークホルダ
ーによってサプライチェーンにおける労働条件について問題を提起されるように
なってきたのもこの時期である。多くの企業が、その操業によるインパクトの責
任について認識することでこれらの事柄により注意を払い始め、社会環境報告書
を活用して課題への対処の進捗の報告するような事前のアプローチに取組み始め
た。  
第 3 番目の時期は、「Engagement」（参画）の時期と名付けられ、2002 年の持
続可能な開発に関する世界サミット（WSSD）の準備期間に表れてきたとされる。
多くの先進企業が政府や NGO とともに、何者もグローバルな持続可能性の課題
に対して単独では立ち向かえないことを認識し始め、業界団体や政府や国際機関
（例えば UN Global Compact や UNEP industry sector initiatives）、によって
主催されるマルチ・ステークホルダー・ダイアローグとパートナーシップに取組
み始めた。また、GRI のような新たに設立されたマルチ・ステークホルダーによ
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って運営される機関などとのエンゲージメントも広まった。  
ここまで、ステークホルダーエンゲージメントの起源と推移について概観して
きたが、ここで考えなければならないのは、何故、既存の社会システムの意思決
定プロセスに包含されていなかった NGO が大きな影響を持ちえたかである。
Zadek（2007）は、人々が政府や企業を信じず、既存のシステムの外側で活動す
る NGO に対して大きな信頼を寄せるようになってきているという調査結果を示
し、その社会におけるプレゼンスの高まりを指摘している（p.70）。  
このように企業の活動が生み出す矛盾や弊害に対して、企業自身が適切に対応
せず、政府・行政も有効な対策を打ち出せずにいた状況において、ボランタリー
に活動を続けていたこうした NGO が成果を生み出すことになる根拠となったの
はその資源である。King（2008）は Mitchell et. al .（1997）に依拠しながら「企
業のマネージャーは、権力、正統性、緊急性の３つの主たる特性を有しているス
テークホルダーに反応する。そうした要素を欠いているとステークホルダーは企
業内部の動きにほとんど影響を与えない」（p.21）と指摘している。さらに、Zadek
（2007）は社会を代表するステークホルダーとしての NGO の企業に対するアプ
ローチの方法として、圧力、正統性の付与に加えて、ソリューション提供の３つ
を挙げている（pp.104-5）。ソリューションを提供するための能力を支えるのは知
識・情報であるが、ステークホルダーエンゲージメントにおいてこの知識・情報
は二面性を有している。Elkington and Fennell (1998) は、ステークホルダーを
知識の活用と対立姿勢という 2 つの分析視覚を使って 4 つのタイプに分類してい
るが、対立を志向する「シャチ」と協働を志向する「イルカ」の 2 つのタイプは
ともに知識を活用するとしている（p.56）。Elkington and Fennell (1998)の指摘
に従うと、知識・情報は、Zadek（2007）の示した通り社会課題の解決にあたる
ための協働にも活用される一方で、圧力を持って対立するためにも活用される。
実際、企業に対して圧力をかけるためのキャンペーンを活用する NGO は、何が
問題となっているのかについてその知識・情報を活かしてデータを提示した。こ
うして問題を可視化することによって NGO は企業に対する交渉力を強めたわけ
である。  
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 当初は企業から無視されることもあったステークホルダーの主張は、このよう
に知識・情報、そして社会からの信頼という資源を駆使することによって企業に
交渉の扉を開けさせることに成功し始める。こうした変化は、ステークホルダー
が構築した資源が企業にとっても有益な側面を有していることを企業が認識し始
めたことも大きく影響している。先述した NGO の持つポテンシャル、すなわち、
正統性とそれを支える知識・情報、能力が着目されるようになったのである。こ
れについて、Holzer（2008）は、「企業の観点からすると、そうしたグループと
の関係をはぐくむことは 2 つの主な利点がある。情報と評判である。NGO との
エンゲージメントと協働は、企業の社外の視点に関する知識とその社会的評判の
両方を強めることができる」（p.53）と説明し、その第 1 番目の利点である知識
については、「企業の重要なステークホルダーのリストに正式に入っていないステ
ークシーカーとエンゲージすることは単に企業の意思決定の経済的側面に焦点を
あてるよりも広い視点をもたらす。」（p.54）と説明している。また、Zadek（2007）
も、ステークホルダーとのかかわりがその最先端において「企業のますます動的
で複雑となる事業環境における学習、変革、リスク・マネージメントの能力に関
わる。これは企業市民の考え方がいかに将来の市場のシグナルに変換されていく
であろうステークホルダーの関心についての高品質な情報を得て行動する方法に
なりえるか、いかに新たな競争優位を企業の内外に構築するか、そして、いかに
新たな形態のリスクについて理解して対応するか、といったことを含んでいる。」
（p.92）として、社会の変化が激しく、入れ替わり立ち代わり様々な機会と脅威
が現れてくる現代において、機会を成長に結びつけ、リスクを回避するかの判断
に有益な情報がもたらされるチャンスの重要性を指摘している。また、Zadek
（2007）によれば、評判というにとどまらない正統性を獲得することも可能とな
る。企業は、政府、国際機関、市民社会とのパートナーシップを通じて公共政策
に関わることが実現するが、それは正統性の獲得ももたらすことになるのである。
（p.124）  
 また、ステークホルダーの側にも企業との関係をより創造的なものにする動機
付けも存在した。「社会運動組織は、社会的に真空状態において活動しているので
 12 
はないので常にその存在を正統化するための新しい聴衆と話題を精力的に模索す
る必要がある」（Holzer, 2008, p.55）からである。Zietsuma and Winn（2008）
もカナダにおける森林保護を巡る企業とそのステークホルダーとの対立の記述に
おいて「材木企業と環境保護団体の双方ともに解決策を見出すことに高い動機付
けがあった。なぜなら、もしそれができなければそれぞれの支持者の支援を失う
ことになったからである」（p.91）ことを指摘している。  
このように、ステークホルダーが企業に対して圧力と同時にメリットをもたら
すような力を有するようになったことによってステークホルダーエンゲージメン
トの実践は広まっていく。Zietsma and Winn（2008）が、「ひとたびエンゲージ
メントすると、両者とも、交渉、提示（誘導、譲歩）、容認、妥協、そして信頼と
相互理解とコンセンサスを構築するための共同学習を含む解決探索戦術を使用し
た」（p.91）と説明するように、当初、ステークホルダーが企業に対して圧力をか
けていくために活用された知識と正統性は問題解決のために使われるようになる
のである。Zadek（2007）は、ステークホルダーが、協働した企業に対しては称
賛を送るなどして正統性を「付与」する実践も指摘している（p.105）。  
実践がさらに進行するとともに得られる成果が注目され、ステークホルダーエ
ンゲージメントは制度化されるようになる。ステークホルダーエンゲージメント
の制度化によって広まった活動が企業からの依頼によるダイアローグである。
AA1000、GRI、ISO26000 といった企業のサステナビリティに関するガイドライ
ンが推奨する企業がステークホルダーのニーズを知るための活動である。  
 ステークホルダーエンゲージメントは、こうして多面的な実践がなされていく
が、その企業社会における浸透が進むにつれて当初とは異なる様相を見せるよう
になっていく。新しい価値創造を目指す協働によって当初は離れていたステーク
ホルダーと企業との距離が縮まっていくが、それによって弊害が生じてくる。「し
ばしば、こうしたパートナーシップにおける好ましい結果であると受け止められ
る相互理解は、対立者をあまりにもよく知り好きになるというという地点に達す
る。特定の計画やプロジェクトに対する先鋭的な抗議はほとんど不可能となり、
社会運動組織は重要な交渉の資源を喪失する」（Holzer, 2008, p.55）と指摘され
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る通り、ステークホルダーがその批判力を弱めていくリスクが生じてくるのであ
る。さらに、企業とステークホルダーのパワーバランスが企業に傾いた場合には、
「ステークホルダーが実質的な力を行使することなく、象徴的にのみ意思決定に
参画するのであれば、同盟や協働はまた、企業の意思決定への批判の取り込みを
暗示しているかもしれない」（Holzer, 2008, p.51）と表現される場面も生じてく
る。そうした状況が進むと「結果として、曖昧で予測困難であった潜在的なステ
ークシーカーの地平は、より管理の容易なステークホルダーの道へと変質する」
（Holzer, 2008, p.56）と表現されるような状態に陥る。  
企業からの依頼によるステークホルダーエンゲージメントにおいては、その弊
害はより顕著なものとなる。ステークホルダーからの働きかけによって始まると
いうステークホルダーエンゲージメントの起源からするといわば逆ルートとなる
この活動には堀口（2013）の「そもそも「ステイクホルダー」という概念が、ス
テイクホルダーの管理という私的主体の視点から対象化されてきた以上（ e.g., 
Freeman, 1984）、ステイクホルダー・エンゲージメントなる活動が公的役割を果
たすことは、おそらく原理的に不可能である」（p.210）という指摘が現実となっ
てしまう場面が生じてくるようになるのである。「多かれ少なかれ、そのステーク
ホルダーを選択することによって（そうして、少なくともあるステークシーカー
を無視する）企業は、交渉の事項と限界を定義した」（Holzer, 2008, p.58）と指
摘される通り、そうした活動においては「企業の重要なステークホルダーのリス
トに正式に入っていないステークシーカーとエンゲージすることは単に企業の意
思決定における経済的側面に焦点をあてることよりも広い視点をもたらす」
（Holzer, 2008, p.54）という本来の趣旨は後退していく。さらに、「情報の組み
込みの制度化された権利をもたないプロセスは、現在の権力の違いがそのままの
状態で、それゆえに相互の無防備さが確立できていないために参加型民主主義の
観念をほとんど促進しない」（Owen et al., 2001, p.275）といった指摘や、「外部
の批判は、貢献するため、あるいは意志決定に参画するために招聘される。しか
しながら、実質的な権力が移行されないために参画は第一に正統性のシンボルを
意味し、責任の重荷が共有されることになる」（Holzer, 2008, p.55）といった指
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摘に顕著なとおり、本来最も重要な価値であったはずのステークホルダーの知識
の活用ではなくその正統性のみを獲得しようとするインセンティブが働くことも
懸念されるに至る。Zadek（2007）の「ステークホルダーエンゲージメントは、
Civil Corporation の発展において間違いなく最も決定的な要素である。うまくな
されれば、それはすべてに有益な力強い変化の過程を支持するものとなる。しか
し、まずく取り扱われたり不誠実に実行されたりすると、理解や信頼を構築する
こともなく、長期にわたる相互のコミットメントや生産的な協働を確立し強化す
ることもない、コストが高く時間の無駄となる非生産的な活動となりうる。参加、
技術、成果のレベルにおいて正しく行うことを保証する唯一の方法や形式はない」
（p.230）という指摘の負の側面が大きくクローズアップされる状況が広がって
いるのである。  
 こうして「ひとたび社会的な環境が整備され交渉が落ち着くと企業は社会運動
組織よりも『ステークホルダーエンゲージメントの推進者』 1となる」（Holzer, 
2008, p.58）状況が生じてくるが、そこには本来のステークホルダーエンゲージ
メントのポテンシャルが損なわれる可能性がつきまとうようになっている。一方
で、全くの対立に戻ることでも負の面が生じる。「挑戦することのみを欲している
人たちと交渉することは、そうした人たちは協働について関心も準備も体制も持
たないためより困難である」（Holzer, 2008, p.56）と指摘される通り、それは影
響力の喪失を意味してしまうからである。  
 このように、ステークホルダーエンゲージメントは対立かその解消によるポテ
ンシャルの喪失かという二者択一に陥る可能性を常に内包している。そうしたス
テークホルダーエンゲージメントにおいて、企業の一方的な恣意を排除しながら、
ステークホルダーの知識を企業活動に活かすという本来の機能を実現するにはど
うしたらよいのであろうか。  
 こうした課題に対して先行研究において提示されるソリューションは大きくは
２つの方向に分かれている。一つは、会計分野においてアカウンタビリティと関
係して示される規範的な議論である。そこでは、本来企業がアカウンタビリティ
                                                   
1 Lawrence(2002) 
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を果たすために取り入れたステークホルダーエンゲージメント（特にダイアロー
グ）を企業が自らの都合の良いように恣意的に利用する姿勢が批判され、企業が
本来の目的に立ち戻る必要性が訴えられる。もう一方は、ステークホルダーが企
業に対する交渉力を強めるための方途である。King（2008）は、社会運動の分野
における資源動員論を援用していくつかの方策を提示している。また、Zietsma 
and Winn（2008）は、対峙する企業に対して何らかの利害関係を持っているア
クターに対して働きかけることによってステークホルダーが影響力を強めること
ができることを指摘している。さらに、Holzer（2008）はステークホルダーが対
峙する企業を一枚岩と捉えるのではなく、様々な目的を持った構成員から成り立
っている多様性を有した組織であることを指摘し、自らの主張に共鳴する構成員
を見つけてコミュニケーションをすることを提案している。また、Brown et. al .
（2013）は、多様なステークホルダーの力を結集することによって企業に対する
影響力を増すことができることを指摘している。  
 このように、先行研究においては主に２つの観点からステークホルダーエンゲ
ージメントが抱える課題に対してその解決策を提案しているが、本研究ではそう
したアプローチとは少し異なる方法を選択する。先行研究で議論されてきたもの
よりも有効な解決方法の可能性を探るためである。こうした観点に基づいて議論
を進めるために、本研究は、次節において社会学、政治学の分野での議論を導入
してその課題解決の方向を探る。  
 
 
 
２節  「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメント  
 
１）現われの空間  
 
 ステークホルダーエンゲージメントは、企業社会のみならずその環境となる社
会全体と企業との関係についてのテーマである。國部（2014）は社会環境情報デ
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ィスクロージャーについて検討するにあたって「社会や環境という人類と最も深
くかつ広くかかわる問題である以上、それを分析する視点も、できるだけ射程範
囲の広い概念が採用されるべきであろう」（p.3）という認識に立って公共性の概
念を議論に導入しているが、本研究においてもそれを踏襲する。  
 ステークホルダーエンゲージメントは、既存の社会の意思決定のシステムの外
側からの活動である。現代社会に生きる中で社会に不都合であると感じることを
見出した時には、議会制民主主義の制度を採っている国家に生きる人であれば、
その制度の中で問題を解決しようとする。自分の意志を政治を通じて実現してく
れるであろう政党、議員に選挙で投票することで社会の意思決定に参画するので
ある。これに対してステークホルダーエンゲージメントはより直接的な働きかけ
が契機となり企業がそれに対応するということがその起源であり、そこにこの実
践の本質があることは前節でみたとおりである。本研究ではこうした性格を有し
ているステークホルダーエンゲージメントを社会学の領域で「新しい社会運動」
として議論されているものとして捉え、その議論の中で頻繁に言及される公共性、
さらには多元的民主主義といった概念を導入してその課題について検討する。  
 新しい社会運動の議論において最も重要な概念は公共性であるが、現代におけ
る公共性の議論について先鞭をつけたパイオニア的存在として、アレント、ハー
バーマスといった理論家の名があげられる。（千葉，2006，pp.54-5）本節では、
まずハーバーマスの理論展開から公共性と新しい社会運動の関係について考察し、
その後、ハーバーマスの議論と重なる部分を持ちながらも、本研究にとっては重
要となる差異を見せるアレントが提示した「現われの空間」の概念について考察
することでステークホルダーエンゲージメントの課題解決の方向を探る。  
矢澤（2003）によれば，新しい社会運動とは，主にヨーロッパで、現代的な集
合行動を適切に把握できない古典的マルクス主義を批判して 1980 年代に現れた
社会運動論である。それは，必ずしも明確に定義され体系化された理論ではなく，
一定の方向性において共通性を有している様々な論者の議論の最大公約数とも呼
ぶべきものであるが，本節では、まずハーバーマスの議論についてクロスリーの
解釈と併せて概観する。  
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 クロスリー（2009）によれば，新しい社会運動を旧いそれと分けるのは，社会
秩序の分断線の違いである。すなわち，旧い社会運動のそれはマルクス主義者が
論じていたとおり労働関係であるのに対して、新しい社会運動においては分断線
自体は存在しているもののもはやそれは労働関係ではない。  
 新たな分断線を読み解く鍵として，クロスリー（2009）がハーバーマスの議論
から抽出するのは、「生活世界の植民地化」と「文化の貧困化」への対応という概
念である。クロスリー（2009）はこれらの概念を理解するにはまず、「社会は、
分析上、他から区別された二つの「水準」、すなわち、システムと生活世界から構
成されたものとして理解できるというハーバーマスの主張について論じなければ
ならない」（p.261）ことを主張する。そして、「生活世界は「コミュニケーショ
ン的行為」を通じて構成される。これは敷衍すれば、相互了解や合意の達成を志
向している言語的な相互行為形態である」（pp.262-3）と説明している。これに対
して、システムは、メディア「―たとえば経済の場合には貨幣、政治の場合には
合理化された政治権力―」（p.265）を介する交換過程である。  
 それでは、「生活世界の植民地化」と「文化の貧困化」が意味するのはどのよう
なものなのであろうか。クロスリー（2003）によれば、「生活世界の植民地化」
とは、「関係の「媒介
メディア
化」が貨幣と権力によってシンボル的再生産の中心過程にま
で拡大し、それによって、コミュニケーション的行為が通常この過程で演じてい
る役割に取って代わるときである。要するにそれは、貨幣と権力が社会化、社会
統合、文化伝達の過程を媒介するときに生じる」（p.216）。さらに、「文化の貧困
化」はシステムの浸透によって「知識や社会の文化的基盤がますます専門分化す
ることで引き起こされる」（クロスリー，2009，p.268）すなわち、それは、言語
ではなく貨幣や政治権力のようなメディアによるコミュニケーションが行われる
システムにあっては、価値が一元化されてしまうことを意味している。  
 このように、ハーバーマスが問題視しているのは、メディアによる交換過程で
あるシステムが強大化し、言語によるコミュニケーションによって相互了解や合
意の達成を志向する生活世界が社会の周縁へと追いやられていく状況である。そ
れは、ハーバーマス自身の言葉によると、「社会のサブシステムは、そうした媒体
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によって分化されて、いまやシステムの環境世界へと押しのけられてしまった生
活世界に対して、自立することができる」（ハーバーマス，1987，p.106）とされ
る。それはまた、「社会的統合の電極は言語とは無関係な制御媒体につなぎ換えら
れ、このことによって、形式的に組織された行為領域―その一つ一つが即物化し
た現実としてコミュニケイション的な行為に反作用し、周縁と化した生活世界に
向かって独自の命令を発する」（ハーバーマス，1987，p.308）とされるとおり、
生活世界と分断されたシステムが独自の論理で社会に作用する状態である。  
 クロスリー（2009）は、そうした生活世界の植民地化のもとでは、「経済的な
植民地化は、経済生活に対する新たな規範的規制を伴わない。むしろそれが意味
するのは、生活世界から切り離された市場のメカニズムが生活世界のなかにます
ます拡張しつつ、さまざまな文化を切り倒し、伝統的な形態の社会的相互行為や
関係性を（自己利益に基づく）金銭的な取引に代えていくことである」（p.269）
として、生活世界から分断された経済システムが生活世界に及ぼす負の影響を指
摘している。  
 以上のとおり、ハーバーマスの議論とクロスリーによるその解釈においては、
強大化したシステムにより、本来、人と人との言語を通じたコミュニケーション
によって達成されるべき社会化，社会統合，文化伝達がシステムの論理にとって
代わられてしまう「生活世界の植民地化」と「文化の貧困化」が生じていること
が指摘されている。そして、新しい社会運動は、システムによって生活世界に加
えられた圧力に対する抵抗であると位置づけられた。  
ハーバーマス（2003）は、政治や経済といった社会システムに回収されないこ
うした運動を含むネットワークを公共圏と呼んだ。そして公共圏について「特定
の対象を持つことなく社会全体に感応するセンサーを備えた警報システムなので
ある。民主主義の観点からすれば、公共圏はそれだけではなく、問題の圧力を強
化しなければならない。すなわち、問題を知覚し同定するだけではなく、説得力
がありかつ影響力を持ちうる形で主題化し、論議の対象として提示し、議会によ
って取り上げられ処理されるよう、練り上げなければならない」（pp.89-90）と説
明し、さらに「公共圏が政治的に重要な問題を対象とする場合には、その特殊化
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された処理を政治システムに委ねるのである」（pp.90-1）としている。ハーバー
マス（2003）においては、公共圏によって近代の社会のシステムに対して批判が
なされるものの一方でその解決は依然として当の社会システムに委ねるものであ
るとされる。  
このように、ハーバーマス（2003）は社会システムに対する抵抗としての公共
圏を対置し、そこに含まれる社会運動にも明確な意義を見いだしている。しかし
ながら、公共圏によって提起される問題の解決は依然として社会システムに委ね
られると表現される構図のままにとどまっていては、社会運動、そしてステーク
ホルダーエンゲージメントの実践を十分に議論することはできない。個々のステ
ークホルダーの働きかけが個々の企業の意思決定に影響を及ぼす事例が多々生じ
てきているし、ステークホルダーが企業を含む多様な参加者によって既存の政治
システムの手続き外において独自のガイドラインの設定を行い、それがデファク
トスタンダードとなって大きな影響力を有するという状況ももはや少なくはない。
AA1000、GRI、ISO26000 といった実践がまさにそうである。こうした実践にお
ける課題に取り組むには「公共圏、いずれにせよ自由主義的公共圏における行為
者が取得しうるのは、影響力だけであって、政治的権力ではない。」（ハーバーマ
ス，2003，p.102）という制約を超える議論が求められる。  
そのために、本研究が次に検討を加えるのが、アレントの思想である。アレン
トの著作活動の期間は実践において新しい社会運動と認識される運動が生じ、そ
れが議論されるようになるより以前のことである。従って、アレントによる新し
い社会運動に対する直接的な言及は存在していない。一方で、公的領域、公的空
間という表現で現代における公共性ついて先駆的な議論を展開しており、これら
の議論は。本研究においては非常に重要なものである。  
アレントもハーバーマスと同様に近代の社会システムによって公的領域が侵食
されてしまったことを「社会なるものの勃興」と呼んで警告を発した。アレント
（1994）は、「人間の条件」について検討したが、ここで公的領域とされたのは
「活動」がなされる空間である。「活動」とは、主に政治の領域に重なるものであ
る。しかし、それは現代に生きるわれわれが政治と聞いて連想しがちな、支配、
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パワーポリティックスなどといった概念とは全く距離の離れたものである。アレ
ント（1994）は、「活動」の具体例として古代ギリシアのポリスにおける政治を
上げて「ポリスで生活するということは、すべてが力と暴力によらず、言葉と説
得によって決定されるという意味であった。ギリシア人の自己理解では、暴力に
よって人を強制すること、つまり説得するのではなく命令することは、人を扱う
前政治的方法であり、ポリスの外部の生活に固有のものであった」（p.47）と表現
している。また、「活動」においては、「多数性こそ、全政治生活の条件であり、
その必要条件であるばかりか、最大の条件である」（p.20）とされ人間の複数性が
非常に重要視される。その理由は「多数性が人間活動の条件であるというのは、
私たちが人間であるという点ですべて同一でありながら、だれ一人として、過去
に生きた他人、現に生きている他人、将来生きるであろう他人と、けっして同一
ではないからである」（p21）。さらに、アレント（1994）は、公的領域が組織さ
れる以前に存在する、つまりその前提となる空間を「私が他人の眼に現われ、他
人が私の眼に現われる空間」すなわち、「現われの空間」 2であるとしてその重要
性を訴えた。（p.320）  
アレント（1994）が「社会なるものの勃興」と呼んだのは、人間の行為生活に
おいて最も重要であるとした「活動」が呑み込まれていく過程である。それは「社
会というものは、いつでも、その成員がたった一つの意見と一つの利害しかもた
ないような、単一の巨大家族の成員であるかのように振舞うように要求する」
（p.62）と表現される状態であり、社会は、「ただ生命の維持のためにのみ存在す
る相互依存の事実が公的な重要性を帯び、ただ生存にのみ結びついた活動力が公
的領域に現われるのを許されている形式にほかならない。」（p.71）ものとなって
いくのである。以上のとおり、アレントが警告を込めて語る近代世界は生命を維
持するための必要物を最も効率よく調達する手段が最高のものとされる画一化さ
れた価値感が支配する世界である。  
アレントによる公共性、公的領域の議論をハーバーマスのそれと比較して明ら
かになってくるのは、近代の社会システムの強大化によってもたらされる価値の
                                                   
2 訳は齋藤（2000）による  
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画一化に対する批判という点では共通しながら、公的領域における複数性の重要
さについてアレントが独自の立場をとっているということである。  
ハーバーマス（2003）は、先述したとおり、公共圏としての新しい社会運動を
「警報システム」という位置づけで考え、問題の解決は既存の政治システムであ
る代表議会制に委ねることを示唆している。公共圏の役割はいわばシステムの軌
道修正である。これに対してアレントは、現代の先進国において標準的な政治シ
ステムである代表議会制に疑問を呈する。アレント（1995）は「自由の内容とは
（中略）公的関係への参加、あるいは公的領域への加入である」（p.43）ことを主
張する。アレントがその「参加」に対置して警鐘を鳴らすのが主権という概念で
ある。アレント（1995）はアメリカ合衆国の独立・建国をアメリカ革命と呼んで
フランス革命との差異について論じ、「政治それ自体における偉大な、そして長期
的に見ればおそらく最大のアメリカ的革新は、共和国の政治体内部において主権
を徹底的に廃止したということ、そして、人間事象の領域においては、主権と暴
政とは同一のものであると洞察したことであった」（p.239）とし、絶対王政を打
倒したものの、ルソーの「ひとつの意志」にもとづいて結局絶対王政から継承し
てしまった主権という概念のもつ危険性を指摘した。  
アレント（1995）が、「ひとつの意志」に基づく主権という概念を体現したフ
ランス革命を批判的に検討し、これにアメリカ革命によって打ち立てられようと
した共和制を対置して見いだそうとしたのは、「公的関係への参加、あるいは公的
領域への加入」という、いわば公的領域における本来の意味での複数性の重要性
なのである。  
このように、システムの強いる価値の画一化から解放されて一人ひとりの人間
が政治的に自由な立場から発言し、議論されるのがアレントが示した公的領域で
あり、その前提となるとされた「現われの空間」である。既存のシステムの枠組
みを超えた形で企業のあり方について考え、活動するステークホルダーエンゲー
ジメントの課題を検討する本研究にとってこれは重要な起点となる。しかし、一
方で、アレントの議論は多分に概念的なものであり、この研究を進めるためには
アレントの考えを踏襲しながら、もう一歩実践に近づいた議論が必要となってく
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る。そこで、次節では、現われの空間をより実践に近づけるものとして多元的民
主主義の概念を導入して議論を進める。  
 
２）多元的民主主義の実践としてのステークホルダー  
  エンゲージメント  
 
アレントは現われの空間という概念を示す中で「公的関係への参加、あるいは
公的領域への加入」の重要性について訴えた。しかし、その実現は現代社会にお
いては容易なことではないことは自明である。アレント（1994）が、政治という
人間社会の意思決定プロセスへの直接的な参画という理想を語るために主に引用
したのは古代ギリシアのポリスである。古代ギリシアとはその規模において隔絶
している現代社会においてはその再現は不可能であろうし、実際に現在の人間社
会によって多く選択されている民主主義は代表議会制民主主義である。そうした
現実を踏まえると代表議会制民主主義の枠組みを最大限に活用しようとするハー
バーマスの考え方は現実的かつ合理的であるといえよう。  
こうした、理想としての複数性の実現と物理的な現実との間に生じるディレン
マに対して一つの解決の方向を示唆しているものとして本研究が注目するのが多
元的民主主義の概念である。ムフ（2002）は、現代の民主主義のあるべき特性と
して「対立を正当なものとして認め、権威主義的な秩序を作って対立の除去を図
ったりしないところにある。自由民主主義は、何よりもまず多元的な民主主義な
のである」（p.15）と主張する。そして「性差、人種、階級、性の在り方、環境、
その他をめぐるさまざまな民主的闘争」3においては、普遍性の優位を一旦封印す
ることが重要であるとする。この主張には多様な参加者の主張や立場が合意に収
斂されるのではなく、その多様性がそのままあり続けることは対立から生じる軋
みよりも大切であるとする認識が見て取れる。ここで、本研究が注目しなければ
ならないのが「既存の諸条件のもとで、どのようにすれば多元的民主的秩序を創
出し維持していくことが可能か」（ムフ，1998，pp.7-8）という問題である。対
                                                   
3 本研究の文脈においては新しい社会運動としてとらえられているものである。  
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立が生み出す軋みが過大なものとなると多様性のメリットは混乱というデメリッ
トに転化してしまうからである。ムフ（1998）はそれについて、「多元的民主主
義的秩序は「敵」（enemy）と「対抗者」（adversary）との区別に依拠する」（p.8）
とし、「そうした区別にしたがえば、政治共同体の内部で、反対者（opponent）
を破壊されるべき「敵」として考えるのではなく、反対者の存在は正統的で寛容
に処せられねばならない「対抗者」として考えていくこと」（p.8）を求められる
ものとする。対立が肯定的に捉えられる以上「反対者の考えそれ自体とは論争し
ていく」（p.8）わけであるが、一方で「そうした考えを擁護する反対者自身の権
利については、疑いをさしはさむことはない」（p.8）として「対抗者」はあくま
でもその考え方をめぐって対立する相手なのであり決してその存在自体を否定さ
れるべきものではないことを強調する。  
一方で、「敵」のカテゴリーは存在するものとされる。それは、「消失すること
はないが、異なった位置づけを与えられることになる。「敵」のカテゴリーは、民
主的な「ゲームのルール」を受容しない人々、そうすることで政治共同体から自
分たちを排除する人々に関しては、依然として適切である」（ムフ，1998，p.8）
とされる。民主主義の枠組み自体に対して自ら障害になろうとするものはあくま
でも「敵」としてとらえられるのである。  
 対立の解消かポテンシャルの喪失かという二者択一に陥っているステークホル
ダーエンゲージメントのディレンマから逃れる方法を考えるにあたって、多元的
民主主義の観点を取り入れるとそれはどのようなものになるのであろうか。「敵」
と「対抗者」の区別という概念が重要になってくることは言うまでもない。対立
は根本的には消滅することがないことは、社会システムと公共性の関係の議論を
概観してみても明らかである。しかし、多元的民主主義が示唆しているのはその
対立の相手自体は倒すべき敵ではなく、その相手の考えこそが戦う相手なのであ
る。だからこそ、論争の末に争点となっている課題の解決に取り組むために協働
が生じることもある。ステークホルダーエンゲージメントとは本来そのようなも
のであったはずである。  
 一方で、「敵」の概念にも注意を払う必要がある。企業がステークホルダーに真
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摯に対応しないことは自らを「敵」としてしまう行為であろう。反対に先にも引
用した Holzer（2008）の「ただ単に攻撃したいだけの人々とやり取りすること
はより困難である。なぜなら、彼らは総じて共に作業することについて関心も用
意もないからである」（p.56）という指摘が明らかにするとおり、攻撃のみがその
行動のすべてとなってしまっている団体は、例えそれが意図せざるものであった
としてもステークホルダーエンゲージメントの実践においては「敵」となってし
まう。もちろん、それを理由に滅ぼされてしまうようなことはあってはならない。
しかし「敵」になることで「政治共同体から排除」されてしまえばその主張を実
現する影響力を失ってしまうことを意味する。  
 本節では、ステークホルダーエンゲージメントの実践が抱える問題について先
行研究のレビューを通して考察し、その解決の方向を探るべく、公共性、新しい
社会運動、多元的民主主義といった概念を導入して議論を行った。  
 そうした議論の中から、ステークホルダーエンゲージメントの対立の解消かポ
テンシャルの喪失かという二元論に陥りかねない状況を指摘し、このディレンマ
に対処する方法を探るために「敵」と「対抗者」の区別という概念に着目するこ
との重要性を見出した。次節では、本章の後に続く我が国におけるステークホル
ダーエンゲージメントの実態調査に向けて分析視角を明確にするために、「対抗
者」によるステークホルダーエンゲージメントとはどのようなものであるのかに
ついてより詳細に検討する。  
 
 
 
３節 「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントの  
   分析視角  
 
 本節では、「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントがどのようなも
のであるのかについてより詳細に検討するための分析視角を明確化する。  
 前節までの議論においては、まずハーバーマスの議論から、新しい社会運動（本
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研究においてはその一形態であると位置づけているステークホルダーエンゲージ
メントを含む）が近代の社会システムがもたらす矛盾への対抗としての公共圏と
しての機能を果たしているという概念を確認した。その後、ハーバーマスにおい
ては既存の代表議会制民主主義の制度のみが参加への通路とされた制約を超える
実践に対応するために、アレントの公的領域の議論についての検討を経てムフの
多元的民主主義の概念の導入を提案した。このような議論の経緯から、ムフの多
元的な民主主義における行為者である「対抗者」が、どのように活動するのかに
ついて分析することが本研究の中心的な関心となる。  
 これについてより詳細に検討する分析視角を構築するためには、ムフの多元的
民主主義についてより詳細に検討する必要がある。ムフの多元的民主主義の概念
の起点は、民主主義における普遍性、合理性への懐疑である。ムフ（2006）はハ
ーバーマスらが提唱する討議民主主義の概念に対して批判を加えてその危険性を
主張する。ムフ（2006）によると、討議民主主義が「公言する目標のひとつは、
二〇世紀の後半に支配的になった民主主義の理解－利益集約モデル－のオルタナ
ティブを提示することにある」（p.126）。利益集約モデルでは「現代の状況のも
とでは、「共通善」や「一般意思」といった観念は放棄されねばならず、利害や価
値の多元主義が「人民」の理念そのものと共存するものとして承認されなければ
ならない」（pp.127-8）と考えられ、さらに「決定過程における大衆の参加は、シ
ステムの働きに機能不全を引き起こすだけであるとして、むしろ好ましくないと
され（中略）結果として、民主主義政治はその規範的な位相から切り離され、純
粋に道具主義的な立場から構想されるようになる」（p.128）。こうした利益集約
モデルに対して「民主主義政体においては自由で平等な市民による討議の過程を
つうじて政治的決定がなされる」（p.126）べきであるというのが討議民主主義の
主要な理念である。  
 利益集約モデルから生じる諸矛盾を批判して登場した討議民主主義であるが、
ムフ（2006）はその考えの中に民主主義の根幹を揺るがしかねない重大な問題が
内在していることを指摘する。ハーバーマスの提唱する討議民主主義においては
「討議の過程によって理にかなった帰結が保証されるためには、その過程が「理
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想的討議」の条件を実現するものでなければならない。平等で不偏不党であれば
あるほど、そして強制が少なくよき議論の力により導かれるようになればなるほ
ど、より正しく一般化可能な利益が関連するすべての人びとによって受け入れら
れるようになる」（p.136）と考えられている。そして「十分な討議の手続きによ
り、合理性（自由主義的諸権利の擁護として理解される）と民主主義の正統性（人
民主権によって表現されるものとしての）をともに満たすような同意の形式に到
達する」（p.130）と考えられる。さらにその合意は「単なる暫定協定ではなく道
徳的な合意が帰結すると理解」（p.138）される。  
 このように討議民主主義における討議は合意を目指して行われる。そこでは、
より慎重な手続きと真摯な取り組みが求められるが、それは目指される合意は参
加者が従うことが前提とされているためである。もちろんこうした合意が目指さ
れるのは「自由民主主義の安定した基盤を築こうとして、自由民主主義的諸制度
の将来がそうした合意によって保障される」（p.145）と信じられているからであ
り、ムフ（2006）も「利益集約モデルとそれが生み出す道具主義的な政治の概念
構成へのオルタナティブを定式化する必要があるということはたしかである」
（p.148）として討議民主主義の問題意識については共有できるものとして理解
を示している。一方で、ムフ（2006）がこのように構想される討議民主主義を批
判する最も根底にあるのは「あらゆる合意はある暫定的なヘゲモニーの一時的な
帰結として、権力のあるひとつの安定化としてのみ存在するということ、そして
それはつねになんらかの排除がともなう」（p.161）という認識である。合理性を
拠り所としながら合意を目指す討議にとって合意は終着点となるが、あらゆる合
意がある暫定的なヘゲモニーの一時的な帰結に過ぎないという認識に立てば、「討
議を終わらせることは、つねに他の可能性を排除するひとつの決定から帰結する
こと、そして、一般的規則や原理の命令を引き合いに出すことによって責任をと
ることを拒絶すること」（pp.161-2）を意味する。それゆえにムフ（2006）は「合
理的な討議をつうじて権力が解体されうるという理念、また、純粋な合理性を基
礎として正統性が構築されうるという理念は、民主主義的諸制度を危機に陥れる
幻想に過ぎない」（p.161）ことを指摘し、多元的民主主義の必要性を訴える。ム
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フ（2006）が主張する多元的民主主義においては、討議民主主義が内包している
２つの懸念に修正が加えられる。まず、合意という到達点、終着点をもたないた
めに「十全に達成された民主主義が実現可能だという幻想に反して、民主主義的
な異議申し立てをたえず開かれたもの」（p.162）となることができる。さらに、
「ひとが民主主義的市民の創出に貢献するのは、自由民主主義の諸制度において
体現される合理性についての議論を提供することによってではない」（p.148）こ
とが宣言される。合理性は非常に重要な価値の一つではあるが、民主主義におけ
る意思決定において求められるものがそれのみになると、その議論から生まれて
くる結論は予定調和的なものでしかなくなる。これに対して多元的民主主義にお
いては「より包括的な共同体を構築するために、他者に対する人びとの関与の範
囲の拡大を促すことを目指す、多岐にわたる実践やプラグマティックな動き」
（p.102）が求められることになるのである。  
 一方、合理性や普遍性という基準点を持たない多元的民主主義においては、頑
健な合意はありえないし、また、求められてもいない。そこには、いわば一種の
混乱が生じることが容易に想像できる。ムフ（2006）は多元的民主主義において
も一定の合意は必要であるとしながらも、それは「対立含みの合意」であること
を認める。ここに「対抗者」が求められる状況が起こってくる。多元的民主主義
の利点が混乱から生じる不都合を上回るためには「対立の仕方」が熟慮されなけ
ればならないのである。ムフ（2006）はその対立の様子を次のように描写してい
る。  
 
 そうした対立は倫理‐政治的な原理のさまざまな解釈に対応する多様なシ
ティズンシップ概念をめぐって上演されるであろう。自由主義的保守主義、社
会民主主義、新自由主義、ラディカル・デモクラシーなど。それぞれが「共通
善」についての解釈を提示し、異なる形態でヘゲモニーを実行しようと試みる。
民主主義的諸制度への忠誠を育成するには、民主主義システムにおいて、これ
ら競合する形態でのシティズンシップへと同一化する可能性が必要である。そ
れが提供する領野において、民主主義の諸目的にむけて情熱が動員されうるも
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のとなり、抗争性が闘技へと変換されるだろう。（p.160）  
 
 ここで、改めてムフの多元的民主主義の概念がステークホルダーエンゲージメ
ントの実践に対して示唆するところを確認しなければならない。  
 先に触れた「他者に対する人びとの関与の範囲の拡大を目指す、多岐にわたる
実践やプラグマティックな動き」という表現からは、既存の社会システムの範囲
にとらわれない参画の可能性が示唆されている。すなわち、社会運動や本研究で
取り組んでいるステークホルダーエンゲージメントといった実践が、社会での意
思決定に参画することがより積極的に認められているのである。一方で、ムフ
（2006）のその姿のより詳細な描写からは、そうした参画の条件が見えてくる。 
 まず、合理性や普遍性を根拠にした正統化が認められないという前提は、全て
の「対抗者」に当てはまると考えるべきであろう。社会システムの生み出す矛盾
への批判というステークホルダーエンゲージメントの視点は多くの賛同を得るこ
とが可能であろう。しかしながら、それを理由に何か特権を与えられていると考
えることは多元的民主主義の基本認識から外れてしまうことになる。それは、あ
くまでも「「共通善」についての解釈を提示し、異なる形態でヘゲモニーを実行し
よう」とする試みなのである。また、「上演される」という表現にも注意を払う必
要がある。この表現からは多元的民主主義は民主主義のあり方についての議論で
ある以上、ある主張の評価を下すのは聴衆、つまり社会の人びとなのであるとい
う当然といえる前提を改めて思い出すことができる。さらに「抗争性が闘技へと
変換される」という表現から「対抗者」の闘いの重要な側面が明らかになる。「対
抗者」の主張の評価は聴衆が決定するというルールがある以上、「対抗者」は対立
する相手を打倒してもその目標を達成することにはならない。「抗争」ではなく「闘
技」であるとされるのは、その闘いが対峙する相手に向ける以上に聴衆に向けた
競い合いという要素が強いということが示唆されているのである。  
 こうした「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントの性格付けは先
行研究においても指摘されている。ステークホルダーが必ずしも特権を有してい
る存在ではないことについて Zietsma and Winn（2008）は、  
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 ひとたび、問題がフィールドの議題になるとステークホルダーと彼らの標的
の戦術の違いは大きくは消失した。双方にとっての主な課題は権力と正統性の
競い合いである。双方は枠組み、問題の関連付け、運動と協働の形成のポジシ
ョニング戦術と彼らのポジションを強化する影響のチェーンを通じた間接的
な行動を活用した（p.89）  
 
として、ステークホルダーが正統性を構築することによって聴衆の支持を得るた
めの説得を行うという戦略が、対立する相手もまた全く同様に取り組もうとする
ものであり、まさに、そこに「ヘゲモニーを実行しようとする試み」が発生する
ことを説明している。  
 また、聴衆の支持を得るための闘技において何がなされているのかについても
前節で議論した先行研究において示されている。ステークホルダーは自らの主張
を実現するために知識・能力を蓄積していた。そこでは、その知識・能力はステ
ークホルダーの力の源泉となる。そのまま対立者と対峙するための力となると同
時に聴衆の吟味を経て信頼・支持を獲得することで正統性を担保する役割も果た
すからである。こうして、「対抗者」は、影響を及ぼそうとする相手と対峙する時
はもちろんのこと聴衆の支持を得るためにも自らの知識・能力を高める努力を求
められるのである。  
 ここで、自らの主張への支持を得るための闘いということについてさらに理解
を深める必要がある。Klandermans（1992）は、社会運動家が問題にしようとす
る論点が社会的に構築されるものであるという観点に立った議論を行っているが、
そこからは「闘争する」対象がより詳細に論じられている。  
 Klandermans（1992）は、「社会課題は客観的で特定可能な条件ではなく、状
況の集合的な定義の過程の結果であるという考え方」のもとに、社会運動におい
て社会課題が構築される過程を分析している。そして、その過程は３つのレベル
で捉えることが可能であるとする。それは、「（１）公共の言説と集合的アイデン
ティティの形成と変成のレベル、（２）運動組織、その対立者、反対運動組織によ
る動員キャンペーンにおける説得的コミュニケーションのレベル、（３）集合行為
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の出来事の間の意識高揚のレベル」（p.82）である。  
 （３）の集合行為の出来事の間の意識高揚のレベルは、主に運動の内部で生じ
てくるものであるので、運動組織の外部との関係についての本研究の議論にとっ
て重要であるのは、（１）の公共の言説と集合的アイデンティティの形成と変成の
レベル、（２）運動組織、その対立者、反対運動組織による動員キャンペーンにお
ける説得的コミュニケーションのレベルである。  
 Klandermans（1992）によれば、（１）の公共の言説と集合的アイデンティテ
ィの形成と変成のレベルと、（２）運動組織、その対立者、反対運動組織による動
員キャンペーンにおける説得的コミュニケーションは相互に影響を与え合う関係
にある。説得的コミュニケーションとは、運動組織が標的についての社会に対す
る自らの見解を主張していくことである。本研究においては、ステークホルダー
による企業に抗議を行うキャンペーンがその典型である。この説得的コミュニケ
ーションは長期的には公共の言説の形成、変換に影響を与えていく。しかし、短
期的にみれば、そうした説得に応じるのは既にそうした運動組織の主張に共感を
している人に限られる（Klandermans, 1992, p.90）。そのため、運動組織は自ら
の説得に応じる人を増やすためには、公共の言説の形成・変革に向けて働きかけ
ていくことが必要となってくる。例えば、環境保護に関する活動を行う NGO で
あれば、地球環境の保護の重要性について共感を覚える人を増やすことが求めら
れるはずである。  
 ここまでの議論から、「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントがど
のようなものかを明らかにするための分析視角についてまとめると以下の通りと
なる。  
 まず、対峙する相手を「倒すべき敵」と見做さないものの対立状態については
肯定するということから、対立局面と協調局面の両方を受け入れていることが考
えられる。それが実際にはどのような形で実践されているのかについて明らかに
する必要がある。次に、知識と能力が重要な位置付けをもつことは先行研究にお
ける知見と変わらない。「対抗者」にとってもそれは最低条件となるであろう。最
後に、自らの主張に対する聴衆の支持を得るための説得とその説得が受け入れら
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れる素地としての言説を形成することにどれくらい、どのように注力しているか
についても注視しなければならない。  
 この後、第３章では質問票調査を、それに続く第４章ではケーススタディをそ
れぞれ行って、日本のステークホルダーエンゲージメントにおいて「対抗者」の
存在を確認し、実際にはどのように振る舞っているのか、そして、その振る舞い
がステークホルダーエンゲージメントという実践にどのような影響を与えている
のかについて明らかにする。  
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第３章 日本におけるステークホルダーエンゲージメントについての   
   実態調査  
 
１節 調査の概要  
 
 前章までの議論で定義された「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメ
ントの特性は、対峙する相手を滅ぼすのではなく論争で勝つことを目的とすると
いう前提のもとで次の 3 点に集約されるであろう。第 1 に、社会の制度化された
通常とは異なる形での意思決定への参画を目指すために対峙する際に不可欠な社
会からの支持を得るために自らの知識・情報を確かなものとしようとする、第 2
に、第 1 番目と同様に社会からの支持の獲得のために対峙する相手のみではなく
広く社会に対して自らの主張の浸透を図る、第 3 に全くの対立は実際には影響力
を喪失するために何らかの形での対峙する相手への配慮や協調をする、というこ
とである。  
 そして、本研究において研究課題となるのは、そうした「対抗者」としてのス
テークホルダーエンゲージメントが実践において存在しているのか、また、存在
するのであればそれがどのようなものであるのかについて明らかにするというこ
とである。  
 本章では、この後、第 2 節において日本のステークホルダーによるステークホ
ルダーエンゲージメントの実態について質問票調査を実施し、「対抗者」ステーク
ホルダーの存在を確認する。そして、続く第 3 節においては日本企業のステーク
ホルダーエンゲージメントの実態について質問票調査を実施し、「対抗者」となる
可能性のあるステークホルダーとのエンゲージメントが日本の企業とステークホ
ルダーエンゲージメントの実践に与える影響について検討する。  
 本章における質問票調査においては、ステークホルダーと企業の両方に対して
４つの形態のステークホルダーエンゲージメントについて以下のとおりに定義し
て調査を実施している。  
 企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ：企業からの依頼によ
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って、NPO 法人などの市民団体・非営利組織、顧客・消費者、学識経験者、地域
住民というステークホルダー、または、企業の CSR 活動の支援を主な目的とす
る団体・組織との間で直接対面の場で自社の CSR の方針／活動について意見交
換する行為を指し、労働組合との労使交渉、株主／投資家を対象とする IR 説明
会、取引先への方針説明会は除く。  
 ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ：企業の
ステークホルダーとしての NPO 法人などの市民団体・非営利組織からの依頼に
よって、企業とステークホルダーとの間で直接対面の場、もしくは書面のやりと
りで企業の CSR の方針／活動について意見交換する行為を指し、労働組合との
労使交渉、株主／投資家を対象とする IR 説明会、取引先への方針説明会は除く。
このダイアローグは、通常ステークホルダーからの要求や疑問への回答が求めら
れることから始まる。  
 ステークホルダーによるコンサルテーション：NPO 法人などの市民団体・非営
利組織、学識経験者というステークホルダーから企業の CSR の方針／活動につ
いて知識、情報の提供を受けることを指し、具体的には、KPI の策定、CSR に関
係する従業員の教育、CSR 活動全般についてのノウハウの提供など。  
 ステークホルダーとのパートナーシップ：企業が NPO 法人などの市民団体、
非政府組織、非営利組織と協働で社会的課題の解決につながる活動を行うことを
指す。より具体的には、寄付、スポンサーシップ、共同事業など。  
 この 4 つの活動のうちで、本研究において主に議論をしてきたのは、1 番目の
「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」と 2 番目の「ステー
クホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」の 2 つである。
前者は、企業の恣意の影響を受けやすくステークホルダーエンゲージメントの本
来のポテンシャルが生かされないという批判にさらされることが多い。また、後
者を実施している企業のステークホルダーは「対抗者」となるポテンシャルを有
している。  
質問票調査は、企業調査、ステークホルダー調査とも 2014 年 2 月 10 日~3 月
14 日までに発送~回収を行った。  
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企業調査で調査対象としたのは『東洋経済 CSR 総覧（2013）』に収録されてい
る 1182 社であり、送付先を把握することのできた 1174 社に質問票を送付し 146
社（12.4%）からの回答を得た。  
ステークホルダー調査で調査対象としたのは同じく『東洋経済 CSR 総覧
（2013）』において企業がエンゲージメントの実績があるとして名前を挙げてい
た 622 団体であり、送付先を把握することのできた 516 団体に質問票を送付し
104 団体（20.2％）から回答を得た。  
 
 
 
２節 日本のステークホルダーによるエンゲージメント  
 ―NPO への質問票調査の分析から  
 
 本節では、日本におけるステークホルダーに対する質問票調査を実施して「対
抗者」ステークホルダーの存在の可能性を探る。この後、まず本研究で定義した
ステークホルダーエンゲージメントの４つの取り組み状況の概要を掴む。そして、
続いて「対抗者」の存在を確認することを目指した分析を行う。そのために、ま
ず「企業に対する要求や疑問への回答を求めることから始まる」と定義した「ス
テークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」を実施した
ことのある団体に注目する。自らの意志で企業に対する要求や疑問への回答を求
めるという活動においては、場合によっては何らかの対立局面が生じることも考
えられる。それゆえ、そうした活動を行っている団体を「対抗者」候補ステーク
ホルダーと位置づける。そして、それらの団体が「企業に対してものを言う」活
動のみならず、より協調的なエンゲージメントも行っている状況を確認する。さ
らに、それらの団体が、企業とのエンゲージメントにおいて知識・情報を重視し
ている状況を確認し、「対抗者」としてのポテンシャルを有しているか否かを検証
する。  
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１） ステークホルダーによるエンゲージメントの実施状況の概要  
 
調査対象となった NPO の活動分野は、図表３－１に示すとおりである。「環境
の保全」「子どもの健全育成」、「社会教育」、「国際協力」などが上位となっている。
また、「企業の CSR 活動支援」も上位となっているが、これは、調査対象が、企
業が何らかのエンゲージメントの実績があるとして名前を挙げている団体である
ことからすると妥当であるといえるであろう。  
 
図表３－１ 調査対象 NPO の活動分野（N=104）  
ＮＰＯ数
環境の保全 47
子どもの健全育成 39
社会教育 33
国際協力 31
企業のＣＳＲ活動支援 31
まちづくり 25
保険・医療・福祉 23
学術・文化・芸術・スポーツ 16
災害支援 15
農村漁村・中山間地域 13
人権・平和 13
経済活動の活性化 12
連絡・助言・援助 10
地域安全 8
職業能力・雇用機会 8
男女共同参画社会 5
情報化社会 5
観光 4
科学技術の振興 3
消費者の保護 3
条例指定 1
その他 8  
 参加したステークホルダーエンゲージメントは図表３－２に示すとおりである。
「企業とのパートナーシップ」が 68 団体で最も多く、「企業からの依頼によるス
テークホルダー・ダイアローグ」（41 団体）、「ステークホルダーによるコンサル
テーション」（29 団体）「ステークホルダーからの依頼によるダイアローグ」（21
 36 
団体）と続く。本研究の研究課題の対象となっている「対抗者」によるステーク
ホルダーエンゲージメントである可能性のある「ステークホルダーからの依頼に
よるダイアローグ」は最も少ない（有効回答の 21％）。  
 
図表３－２ ステークホルダーエンゲージメントの実施状況  
実施したことがある 実施したことがない n数
ステークホルダーとのパートナーシップ
68
66.0%
35
34.0%
103
100%
企業からの依頼によるダイアローグ
41
40.6%
60
60%
101
100%
ステークホルダーによるコンサルテーション
29
29.6%
69
70.4%
98
100%
ステークホルダーからの依頼によるダイアローグ
21
21.0%
79
79.0%
100
100%  
 
２） 「対抗者」候補ステークホルダーについての分析  
 
本節では、日本における「対抗者」ステークホルダーの存在の可能性について
の知見を得るための分析を行う。  
その方法として、「企業に対する要求や疑問への回答を求めることから始まる」
と定義した「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアロー
グ」を実施した団体（21 団体）に焦点を当てた分析を行う。そして、そのように
企業との対立局面の生じる可能性のある活動を行う団体を「対抗者」候補ステー
クホルダーとして位置付けてクロス集計を実施し、多元的民主主義の概念におけ
る「敵」ではない「対抗者」としての可能性を有しているか否かを検証する。  
 まず、「対抗者」候補ステークホルダーが、そうした「企業に対してものを言う」
活動である「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアロー
グ」以外の３つのステークホルダーエンゲージメントにも取り組んでいる状況を
確認した。３つの活動における「対抗者」候補ステークホルダーと一般ステーク
ホルダーのスコアの比較は図表３－３、４、５それぞれで示しているとおりであ
る。いずれの活動においても「対抗者」ステークホルダーのスコアが一般ステー
クホルダーを上回っている。すなわち、「対抗者」候補ステークホルダーは、「企
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業に対してものを言う」一方で企業との協調的、協働的な活動も積極的に行って
いる。また、「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」と「ステ
ークホルダーによるコンサルテーション」は企業がその相手を選択する活動であ
るが、「企業に対してものを言う」ことがある一方で自らの知識・情報に対して自
負を有している団体を評価して対話をしようとする企業があることは、こうした
団体の有している知識・情報が日本の企業からも一定の評価をされていることを
示唆している。  
 
図表３－３ 「対抗者」候補ステークホルダーの企業からの依頼によるダイアロ
ーグへの参加状況  
「対抗者」候補
一般
ステークホルダー
合計
企業からの依頼によるダイアローグを
実施したことがある
17
89.5%
24
30.8%
41
42.3%
企業からの依頼によるダイアローグを
実施したことがない
2
10.5%
54
69,2%
56
57.7%
合計
19
100.0%
78
100.0%
97
100.0%  
Pearson のカイ２乗有意確率（両側）：0.00 
 
図表３－４ 「対抗者」候補ステークホルダーのコンサルテーションの実施状況  
「対抗者」候補
一般
ステークホルダー
合計
ステークホルダーによるコンサルテーションを
実施したことがある
13
76.5%
16
20.5%
29
30.5%
ステークホルダーによるコンサルテーションを
実施したことがない
4
23.5%
62
79.5%
66
69.5%
合計
17
100.0%
78
100.0%
95
100.0%  
Pearson のカイ２乗有意確率（両側）：0.00 
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図表３－５ 「対抗者」候補ステークホルダーのパートナーシップの実施状況  
「対抗者」候補
一般
ステークホルダー
合計
企業とのパートナーシップを
実施したことがある
18
90.0%
49
62.0%
67
67.7%
企業とのパートナーシップを
実施したことがない
2
10.0%
30
38.0%
32
32.3%
合計
20
100.0%
79
100.0%
99
100.0%  
Pearson のカイ２乗有意確率（両側）：0.02 
 
 次に、「対抗者」候補ステークホルダーがその活動において自らの知識を重要視
しているかを明らかにする。そのために、（それぞれの形態の活動において）「成
果を得るために、企業に対してステークホルダーが有している情報・知識を提供
することがどの程度重要と思うか」という趣旨の質問を行っている。「重要だと思
う」を５、「重要だと思わない」を１とする 5 件法で回答を求めて集計し、それ
ぞれの平均値を比較したのが図表３－６である。  
 「対抗者」候補ステークホルダーは、「企業からの依頼によるステークホルダー・
ダイアローグ」では一般ステークホルダーの 3.75 に対して 4.55、「ステークホル
ダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」において一般ステーク
ホルダーにおける 3.59 に対して 4.20、「ステークホルダーによるコンサルテーシ
ョン」では一般ステークホルダーの 3.71 に対して 4.20 とそれぞれ有意にスコア
が高い。すなわち、「企業とのパートナーシップ」を除く３つの活動において一般
ステークホルダーに比べて自らの知識・情報の提供を重要であると考えている。  
 本研究において「対抗者」ステークホルダーは、企業と対峙する際には知識・
情報を重要であると考えていると想定しているが、この分析からは「対抗者」候
補ステークホルダーのうちには、そうした条件を満たしている団体が存在するこ
とが示唆されているといえる。  
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図表３－６ ステークホルダーのエンゲージメントの各形態における知識の重要
度  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
企業からの依頼によるダイアローグ 20 4.55 0.510 75 3.75 0.917 0.000
ステークホルダーからの依頼によるダイアローグ 20 4.20 0.834 74 3.59 0.890 0.008
ステークホルダーによるコンサルテーション 20 4.20 0.834 75 3.71 0.912 0.031
企業とのパートナーシップ 20 4.35 0.933 75 4.39 0.655 0.870
「対抗者」候補
一般
ステークホルダー
 
 
３） 小括  
 
 本節においては、日本のステークホルダーに対する質問票調査の分析を通して、
日本におけるステークホルダーエンゲージメントの実施状況に関する検証を行っ
た。  
 まず全体的な傾向を把握し、続いて本研究の研究課題となっている「対抗者」
候補ステークホルダーを定義してその活動状況と性格についての分析を行った。
その結果は本研究での「対抗者」の概念に沿うステークホルダーの存在が示唆さ
れることとなった。すなわち、「対抗者」候補ステークホルダーであるとした、企
業との対立局面を生む可能性のある「自らの要求や質問への回答から始まる対話
を求める」活動を行ったことがある NPO の中には、一方で「企業からの依頼に
よるステークホルダー・ダイアローグ」、「ステークホルダーによるコンサルテー
ション」、「企業とのパートナーシップ」という企業との合意に基づいたより協調
的、協働的な他のエンゲージメントにも取り組んでいる NPO が少なからず存在
している。また、そうした「企業に対してものを言う」NPO は、そうでない NPO
に対して自らの知識を重要であると考える傾向がみられる。  
 本研究においては、企業に対して一定の配慮、協調を伴いながら、自らが有し
ている知識・情報を活用して対立局面に対応するステークホルダーを「対抗者」
と考えている。これに対して、本節における「対抗者」候補ステークホルダーは
対立することがあったとしても企業との間に一定のコミュニケーションを成立さ
せる意思、能力、ノウハウを有している可能性があることが示唆されている。  
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３節 日本企業のステークホルダーエンゲージメント  
 ―日本企業への質問票調査の分析から               
  
１） 日本企業のステークホルダーエンゲージメントの実施状況の  
   概要  
 
 前節では、日本のステークホルダーによるステークホルダーエンゲージメント
の実態についての質問票調査結果の分析を行ったが、それに続いて本節では、日
本企業への質問票調査を実施して企業側からみた「対抗者」によるステークホル
ダーエンゲージメントの傾向や効果についての分析を行う。  
 この後、まず全体的な傾向を把握するとともに、多くの先行研究で言及され、
本研究でも注目しているステークホルダーの「社会からの信頼」「保有している知
識・情報」が企業によってもステークホルダーの重要な資源として認識されてい
ることを確認する。そして、続いて前節でその存在の可能性が示唆された「対抗
者」がステークホルダーエンゲージメントの実践に与えている影響について検証
する。  
 ここで、日本の企業によるステークホルダーエンゲージメントの状況について
確認する（図表３－７）。4 つの活動のうちでは、「ステークホルダーとのパート
ナーシップ」を実施した企業が最も多く、回答企業数の 2／3 に近い 88 社が実施
している。また、先行研究においては企業の恣意に影響を受けやすく、本来のポ
テンシャルを喪失していると批判されることの多い「企業からの依頼によるステ
ークホルダー・ダイアローグ」も半数近くの企業が実施しており、「ステークホル
ダーによるコンサルテーション」は 1／3 程度が実施している。さらに、本研究
における関心の中心である「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメント
である可能性のある「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダ
イアローグ」を実施した企業も 1／3 を超えている。  
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図表３－７ 企業のステークホルダーエンゲージメントの実施状況  
実施したことがある 実施したことがない n数
ステークホルダーとのパートナーシップ
88
61.5%
55
38.5%
143
100%
企業からの依頼によるダイアローグ
70
47.9%
76
52.1%
146
100%
ステークホルダーによるコンサルテーション
50
35.0%
93
65.0%
143
100%
ステークホルダーからの依頼によるダイアローグ
46
31.5%
100
68.5%
146
100%  
 
 ４つの活動において期待された効果についてはそれぞれ図表３－８、９、１０、
１１に示すとおりである。これらは４つの活動に取り組む場合にどのような効果
を期待しているかという問いに対する回答についての集計であり、企業が各々の
活動に取り組むにあたってどのような目的を持っているかを示している。ダイア
ローグとコンサルテーションというステークホルダーとの対話が主な形態となる
活動においては、３つの活動とも「何がステークホルダーのニーズかを知る」「参
加するステークホルダーとの信頼関係を構築する」「ステークホルダーのニーズの
解決方法についての知見を得る」といった項目が上位を占めている。また、ステ
ークホルダーとの対話というよりも何らかの活動に関与するというパートナーシ
ップにおいては質問項目を変えているが、「企業の社会的責任の遂行」「社会から
の信頼の獲得」「消費者・取引先からの信頼の獲得」といった項目が上位を占めて
おり「参加する NPO、他の企業からの知識・ノウハウの獲得」は下位である。他
の３つの形態のステークホルダーエンゲージメントに比べると、パートナーシッ
プにおいてはステークホルダーの知識・能力の活用の重要性は低くなる傾向が認
められる。  
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図表３－８ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」の期待
効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 145 2 5 4.28 0.712
⑤参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 144 2 5 4.04 0.698
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 145 2 5 3.98 0.740
③自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 145 2 5 3.94 0.685
⑥参加するステークホルダーとの関係を発展させる 145 2 5 3.86 0.717
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 145 1 5 3.48 0.791
⑦各種ＣＳＲについてのガイドラインに対応する 144 1 5 3.36 0.779  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
図表３－９ 「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアロ
ーグ」の期待効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 143 2 5 4.17 0.741
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 143 2 5 3.94 0.758
⑤参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 143 2 5 3.87 0.762
③自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 143 2 5 3.85 0.721
⑥参加するステークホルダーとの関係を発展させる 143 1 5 3.72 0.735
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 143 1 5 3.39 0.769
⑦各種ＣＳＲについてのガイドラインに対応する 143 1 5 3.27 0.750  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
図表３－１０ 「ステークホルダーによるコンサルテーション」の期待効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 142 3 5 4.13 0.707
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 142 2 5 3.99 0.729
④参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 142 2 5 3.85 0.743
⑤参加するステークホルダーとの関係を発展させる 142 1 5 3.74 0.760
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 141 1 5 3.61 0.744
⑥各種ＣＳＲについてのガイドラインに対応する 142 1 5 3.35 0.725
 
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
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図表３－１１ 「ステークホルダーとのパートナーシップ」の期待効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①企業の社会的責任の遂行 143 2 5 4.45 0.658
⑥社会からの信頼の獲得 144 2 5 4.42 0.653
⑦消費者・取引先からの信頼の獲得 144 2 5 4.22 0.786
④自社従業員のモラルアップ 144 2 5 4.09 0.709
⑧参加するＮＰＯ、他の企業からの知識・ノウハウの獲得 144 2 5 3.92 0.684
⑤ＣＳＲ活動に熱心であるという企業イメージの獲得 143 2 5 3.91 0.711
②自社事業の利益への貢献 144 1 5 3.49 0.869
③自社従業員の福祉の向上 144 1 5 3.40 0.796  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
 次に企業がステークホルダーのどのような資源を評価するのかについての分析
を行う。4 つの活動においてエンゲージメントする相手の選択について検討する
際に重視する項目は図表３－１２、１３、１４、１５に示しているとおりである。
いずれの活動においても「社会からの信頼」が最上位となっており、これが企業
のステークホルダーとしての NPO などの団体にとって最も重要な資源であると
いう前章までの議論と整合性のある結果となっている。また、「保有している知識、
情報の量の多さ、質の高さ」も上位である。「企業からの依頼によるステークホル
ダー・ダイアローグ」と「ステークホルダーによるコンサルテーション」では「社
会からの信頼」に次いで 2 番目に重要視されている。  
 「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
いてはこの形態においてのみ聞いている「依頼の内容が妥当であると思えること」
という項目に次いで「社会に対する影響力」が重視され、「保有している知識、情
報の量の多さ、質の高さ」がそれに続いている。「社会に対する影響力」は「企業
からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」と「ステークホルダーによ
るコンサルテーション」においては「保有している知識、情報の量の多さ、質の
高さ」「自社の事業への理解度」よりも下位であるが、対応次第では自社に不利益
をもたらす摩擦が生じる可能性があるこの形態においては「社会に対する影響力」
の重要度が高くなることは当然であろう。「社会に対する影響力」は企業と対立す
る可能性のあるステークホルダーにとっては大きければ大きいほど有効な資源で
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あることは先行研究でも指摘されているとおりであり、企業としては注意を払わ
ざるを得ないからである。また、「社会に対する影響力」に次いで「保有している
知識、情報の量の多さ、質の高さ」が重要であるとされていることも先行研究の
指摘通りである。  
 
図表３－１２ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」の相
手の選択について検討する際に重視する項目  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 145 2 5 4.66 0.615
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 145 2 5 4.40 0.660
⑨自社の事業への理解度 145 2 5 4.20 0.787
②社会に対する影響力 145 2 5 4.16 0.694
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 145 2 5 4.13 0.802
⑦発行している報告書の内容 144 1 5 3.85 0.836
⑤知名度の高さ 145 1 5 3.69 0.795
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 145 1 5 3.61 0.783
⑭企業への対立志向が低いこと 145 1 5 3.55 0.833
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 144 1 5 3.27 0.879
⑬中間支援団体の勧めがあること 144 1 5 3.21 0.810
⑥設立年度（歴史を有していること） 145 1 5 3.06 0.789
④会員数の多さ 145 1 5 2.99 0.777
③財政規模の大きさ 145 1 5 2.94 0.695  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
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図表３－１３ 「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイア
ローグ」の相手の選択について検討する際に重視する項目  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 127 3 5 4.61 0.578
⑮依頼の内容が妥当であると思えること 127 3 5 4.48 0.711
②社会に対する影響力 127 2 5 4.30 0.705
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 127 2 5 4.17 0.703
⑨自社の事業への理解度 127 2 5 4.05 0.825
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 127 1 5 4.00 0.891
⑦発行している報告書の内容 127 1 5 3.82 0.791
⑤知名度の高さ 127 2 5 3.73 0.695
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 127 1 5 3.66 0.809
⑭企業への対立志向が低いこと 127 1 5 3.55 0.823
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 127 1 5 3.41 0.820
⑬中間支援団体の勧めがあること 127 1 5 3.23 0.799
④会員数の多さ 127 1 5 3.12 0.730
③財政規模の大きさ 127 1 5 2.98 0.704
⑥設立年度（歴史を有していること） 127 1 5 2.98 0.801  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
図表３－１４ 「ステークホルダーによるコンサルテーション」の相手の選択に
ついて検討する際に重視する項目  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 142 2 5 4.57 0.623
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 142 3 5 4.32 0.690
⑨自社の事業への理解度 142 1 5 4.25 0.774
②社会に対する影響力 142 2 5 4.16 0.731
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 142 1 5 4.10 0.836
⑦発行している報告書の内容 142 1 5 3.85 0.828
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 142 1 5 3.70 0.890
⑤知名度の高さ 142 1 5 3.69 0.755
⑭企業への対立志向が低いこと 142 1 5 3.66 0.874
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 142 1 5 3.42 0.862
⑬中間支援団体の勧めがあること 142 1 5 3.17 0.799
⑥設立年度（歴史を有していること） 142 1 5 3.04 0.798
④会員数の多さ 142 1 5 3.02 0.729
③財政規模の大きさ 142 1 5 3.01 0.724  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
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図表３－１５ 「ステークホルダーとのパートナーシップ」の相手の選択につい
て検討する際に重視する項目  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 145 2 5 4.63 0.575
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 145 2 5 4.26 0.734
⑨自社の事業への理解度 145 1 5 4.14 0.796
②社会に対する影響力 145 2 5 4.12 0.706
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 145 2 5 4.12 0.754
⑧パートナーシップの実績 145 2 5 3.83 0.697
⑦発行している報告書の内容 145 2 5 3.75 0.795
⑭企業への対立志向が低いこと 145 2 5 3.75 0.878
⑤知名度の高さ 145 2 5 3.58 0.716
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 145 1 5 3.35 0.795
⑬中間支援団体の勧めがあること 145 1 5 3.23 0.752
③財政規模の大きさ 145 1 5 3.05 0.670
④会員数の多さ 145 1 4 3.01 0.634
⑥設立年度（歴史を有していること） 145 1 5 3.00 0.726  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
２） 「対抗者」候補との「企業からの依頼によるステークホルダー・  
 ダイアローグ」実施企業の分析  
 
 前節のステークホルダーに対する調査においては、「企業に対してものを言う」
ステークホルダーが同時に「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアロ
ーグ」をはじめとする、より協調的、協働的要素の強い形態のエンゲージメント
を行っている実態が明らかになった。  
 そこで、本節では、「対抗者」候補となる可能性を有している団体とエンゲージ
メントを行っている企業について分析を行い、そうした企業の特徴を明らかにす
るとともに「対抗者」がステークホルダーエンゲージメントの実践に及ぼす影響
ついても検証する。  
 そうした目的を持つ本節が注目するのは「企業からの依頼によるステークホル
ダー・ダイアローグ」である。先行研究においてその機能不全の危険性を指摘さ
れることの多い活動であるが、前節のステークホルダーに対する質問票調査では
「対抗者」候補が参加するケースが見られた。そこで本節では「企業からの依頼
によるステークホルダー・ダイアローグ」に「対抗者」候補となるステークホル
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ダーを参加者として選択している企業について分析する。  
 そのためには、まず本節における「対抗者」候補を定義する必要がある。本研
究の企業のステークホルダーエンゲージメントに関する調査においては「企業か
らの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」においてエンゲージメントを
行った相手について、「学識経験者」「企業の CSR 活動の支援を目的としない NPO
法人などの市民団体・非営利組織」「顧客・消費者」「地域住民」「その他」に分け
て質問しているが、本節ではこの中から「企業の CSR 活動の支援を目的としな
い NPO 法人などの市民団体・非営利組織」を「対抗者」候補であると考える。
本研究において「対抗者」と定義されるステークホルダーは、自らの主張を有し、
社会からの信頼、知識・情報という資源、そしてその資源を駆使して企業をはじ
めとした社会に広く働きかける能力を有している。上述したエンゲージメントの
相手の分類においてこの定義に合致する可能性を有しているのは「企業の CSR
活動の支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」であろう。  
 こうした団体は、企業にとっては自らが主に関与している経済システムとは異
なる公共圏において活動している。前章において議論を行ったとおり社会システ
ムと公共圏の間に根源的に存在する緊張関係はいわば CSR が求められる前提条
件である。企業にとって、こうした緊張関係を持ちこむ存在と関係を構築し、協
働することには一定の努力を求められるし、場合によっては対立する局面も現れ
てくるであろう。しかし、そのことこそがまさにステークホルダーエンゲージメ
ントが要求される根拠でもある。企業がエンゲージメントする相手を選択するこ
とができる「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」において、
そうしたポテンシャルを有している「企業の CSR 活動の支援を目的としない
NPO 法人などの市民団体・非営利組織」を選択する企業はステークホルダーエン
ゲージメントの本質に一歩近づこうとする意志を有している可能性があるといえ
よう。  
改めて「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」を実施した
際の相手の種別について確認すると図表３－１６のとおりとなる。「学識経験者」
が最も多くダイアローグ実施企業 70 社中の 72.9%にあたる 51 社となっている。
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そして「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」
は 61.9%にあたる 43 社であり、本節においてはこの 43 社に対して焦点を当てて
分析を行うこととなる。  
なお、「ステークホルダーによるコンサルテーション」を実施した際の相手の種
別については図表３－１７のとおりである。「企業の CSR 活動支援を主な目的と
する組織・団体」が最も多くコンサルテーション実施企業 50 社中の 80.0%にあ
たる 40 社となる。「学識経験者」がそれに続いており 26 社（52.0%）で「企業の
CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」を相手先とし
ていた企業は実施企業の 32.7%にあたる 17 社である。  
 以上のとおり、日本企業のステークホルダーエンゲージメントにおいては「学
識経験者」や「企業の CSR 活動支援を主な目的とする組織・団体」も多く参加
しており、「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利
組織」とはエンゲージメントを行っていない企業も存在している。  この後、こ
うした状況において「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団
体・非営利組織」とエンゲージメントを行っている企業について分析を行う。  
 
図表３－１６ 企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグを実施し
た際の相手組織の種別（N=70）＊複数回答  
実施企業数 比率
学識経験者 51 72.9%
企業のＣＳＲ活動支援を目的としないＮＰＯ法人などの市民団体・非営利組織 43 61.4%
顧客・消費者 24 34.3%
地域住民 20 28.6%
その他 21 30.0%  
 
図表３－１７ ステークホルダーによるコンサルテーションを実施した際の相手
組織の種別（N=50）＊複数回答  
実施企業数 比率
企業のＣＳＲ支援を主な目的とする組織・団体 40 80.0%
学識経験者 26 52.0%
企業のＣＳＲ活動支援を目的としないＮＰＯ法人などの市民団体・非営利組織 17 34.0%
その他 4 8.0%  
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まず、ステークホルダーエンゲージメントの期待効果については図表３－１８
に示すとおりである。「重要である」を 5、「重要でない」を１とする 5 件法で質
問し各項目の平均点を集計比較している。集計結果は上から平均値の高い順序で
並べているが、これをみると「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイア
ローグあり」企業においては、「参加するステークホルダーとの信頼関係を構築す
る」（P=0.02）「参加するステークホルダーとの関係を発展させる」（P=0.00）に
対する期待効果が「なし」企業を上回っておりそれぞれ有意に差がある。   
 この結果からは「対抗者候補ステークホルダーとのダイアローグあり」企業が
よりステークホルダーエンゲージメントの理念に近づく取り組みをしている可能
性が示唆されている。先行研究においては「企業からの依頼によるステークホル
ダー・ダイアローグ」は企業が自らに都合のよいパートナーを選択し、自らの活
動にステークホルダーの声を生かすために対話するよりも、そうした活動を行っ
ていること自体を訴求して信頼性を獲得しようとする企業のインセンティブのた
めに機能不全を起こすことが多いという批判を受けることが多かった。それに対
して本調査における「対抗者候補ステークホルダーとのダイアローグあり」企業
の取り組みは「参加するステークホルダーとの信頼関係を構築」し「参加するス
テークホルダーとの関係を発展させる」という目的をより強く有している。対話
がジェスチャーであれば信頼を得ることはかなわないはずであり、信頼を構築し
ようとする姿勢にはしっかりと対話する意思が表れていると考えられるであろう。
また、自らの都合のよい相手を選択している可能性も低くなる。もし、エンゲー
ジメントする相手が自らに都合のよい相手であれば信頼関係の構築や発展は前提
であって目標にはならないはずであるからである  
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図表３－１８ 企業からの依頼によるダイアローグの期待効果  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
何がステークホルダーのニーズかを知る 43 4.53 0.631 27 4.37 0.688 0.309
参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 43 4.28 0.549 26 3.88 0.816 0.019
ステークホルダーのニーズの解決方法についての知
見を得る 43 4.26 0.658 27 4.07 0.550 0.217
参加するステークホルダーとの関係を発展させる 43 4.14 0.560 27 3.59 0.747 0.002
自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 43 4.09 0.834 27 4.15 0.912 0.750
自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法につ
いての知見を得る 43 3.58 0.794 27 3.33 1.000 0.254
各種ＣＳＲについてのガイドラインに対応する 43 3.28 0.908 27 3.41 0.844 0.556
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグなし
 
 
次に、ダイアローグの相手先を決定する際に重視する項目についての集計結果
は図表３－１９のとおりである。こちらも先ほどと同様に「重要である」を５、
「重要でない」を１とする 5 件法で質問して各項目の平均点を集計し、結果を上
から平均値の高い順序で並べている。  
 「なし」企業が「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」
企業のスコアを有意に上回っている項目が３つ見出せる。「社会からの信頼」
（P=0.01）、「自社事業への理解度」（P=0.09）、「発行している報告書の内容」
（P=0.06）である。このうち「自社事業への理解度」における「対抗者候補ステ
ークホルダーとのダイアローグあり」企業のスコアが「なし」企業のスコアを有
意に下回っていることに両者の大きな違いが示されている。すなわち、対話する
ステークホルダーの選択において「自社事業への理解度」というスクリーニング
をすることは、接することのできるステークホルダー、ひいては得られる知識に
制約を加えるということであり、この項目についてより低い位置付けをしている
「対抗者候補ステークホルダーとのダイアローグあり」企業は、より広範なステ
ークホルダーとの対話によって幅広い知識を得ようとしていると考えられる。  
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図表３－１９ ダイアローグの相手先を決定する際に重視する項目  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
保有している知識・情報の量の多さ、質の高さ 43 4.63 0.618 27 4.63 0.565 0.991
社会からの信頼 43 4.60 0.695 27 4.93 0.267 0.008
活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要
視していることと合致していること 43 4.26 0.727 27 4.33 0.784 0.675
社会に対する影響力 43 4.19 0.764 27 4.37 0.688 0.311
自社事業への理解度 43 4.07 0.828 27 4.41 0.747 0.089
知名度の高さ 43 3.70 0.887 27 3.74 0.903 0.845
ステークホルダー・ダイアローグの実績 43 3.65 0.842 27 3.67 0.734 0.938
発行している報告書の内容 43 3.58 0.982 27 3.96 0.649 0.054
企業への対立志向が低いこと 43 3.51 0.768 27 3.74 0.984 0.280
中間団体の勧めがあること 43 3.44 0.934 27 3.15 0.864 0.192
自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 43 3.19 1.006 27 3.48 0.893 0.216
設立年度（歴史を有していること） 43 2.95 0.785 27 3.15 0.818 0.324
会員数の多さ 43 2.91 0.840 27 3.00 0.734 0.638
財政規模の大きさ 43 2.81 0.699 27 2.96 0.808 0.417
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグなし
 
 
 次に、「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」において取り
組んだ課題について検証する。「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイア
ローグ」において取り組んだ課題については図表３－２０のとおりである。なお、
7 つの課題は ISO26000 における中核課題であり、それぞれについて社会的責任
領域と社会貢献領域に分けて質問している。  
 そして、「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」企業と
「なし」企業との取り組んだ社会的責任領域の課題についての差について比較し
たものが図表３－２１~２７である。全体として多く取り組まれている「環境」「コ
ミュニティへの参画及びコミュニティの発展」においては両者の取り組み状況に
差はないが、「人権」「労働慣行」「消費者課題」といったそれよりも下位の項目に
おいては「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」企業の
うちでその課題に取り組む企業の比率が「なし」企業よりも有意に高い。「対抗者
候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」企業はより多岐にわたる
課題に取り組む姿勢を有していることを示唆しているといえるであろう。  
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図表３－２０ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
いて取り組んだ社会課題（N=68）  
社会的責任領域 社会貢献領域
環境 55 30
コミュニティへの参画及びコミュニティの発展 41 37
人権 36 10
消費者課題 36 8
労働慣行 32 6
組織統治 25 4
公正な事業慣行 25 5  
 
図表３－２１ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける組織統治（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
19
44.2%
6
24.0%
25
36.8%
取り上げていない
24
55.8%
19
76.0%
43
63.2%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.10 
 
図表３－２２ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける人権（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
27
62.8%
9
36.0%
36
52.9%
取り上げていない
16
37.2%
16
64.0%
32
47.1%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.03 
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図表３－２３ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける労働慣行（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
24
55.8%
8
32.0%
32
47.1%
取り上げていない
19
44.2%
17
68.0%
36
52.9%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.06 
 
図表３－２４ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける環境（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
34
79.1%
21
84.0%
55
80.9%
取り上げていない
9
20.9%
4
16.0%
13
19.1%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.62 
 
図表３－２５ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける公正な事業慣行（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
18
41.9%
7
28.0%
25
36.8%
取り上げていない
25
58.1%
18
72.0%
43
63.2%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.25 
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図表３－２６ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
ける消費者課題（社会的責任領域）への取り組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
27
62.8%
9
36.0%
36
52.9%
取り上げていない
16
37.2%
16
64.0%
32
47.1%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.03 
 
図表３－２７ 「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」にお
けるコミュニティへの参画及びコミュニティの発展（社会的責任領域）への取り
組み状況（N=68）  
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としない
ＮＰＯとのダイアローグなし
合計
取り上げた
26
60.5%
15
60.0%
41
60.3%
取り上げていない
17
39.5%
10
40.0%
27
39.7%
合計
43
100.0%
25
100.0%
68
100.0%  
有意確率（Pearson のカイ２乗：両側）：0.97 
 
最後に、「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」企業に
対する外部評価について検証する。  
図表３－２８は、『東洋経済 CSR 総覧（2013）』における各評価項目のスコア
の平均値の比較である。「総合ポイント（600）」、「人材活用（100）」、「環境（100）」、
「企業統治＋社会性（100）」、「財務（300）」（それぞれのカッコ内数値は満点）
の５項目について、「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあ
り」企業と「なし」企業の平均点について比較している。  
「企業統治＋社会性」において、「対抗者候補ステークホルダーホルダーとのダ
イアローグあり」企業は「なし」企業に対して有意に平均値が高い（P=0.03）。
この項目のスコアは『東洋経済 CSR 総覧（2013）』においてステークホルダーエ
ンゲージメントの実施の有無が反映されている。つまり、「対抗者候補ステークホ
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ルダーホルダーとのダイアローグあり」企業と「なし」企業はその点では等しく
得点しているはずである。にもかかわらずこの項目のスコアに差が生じているの
はステークホルダーエンゲージメント以外の取り組みにおける評価に差があるか
らであると考えられる。このことから「対抗者候補ステークホルダーホルダーと
のダイアローグあり」企業はステークホルダーエンゲージメント以外にも外部評
価を高める取り組みを行っていることが推測される。  
 
図表３－２８ 企業の CSR 活動におけるテーマごとの取り組みに対する評価  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
総合ポイント 41 481.0 44.83 24 464.0 46.39 0.151
人材活用 41 75.5 11.60 24 72.2 12.53 0.282
環境 41 81.7 14.28 24 80.5 12.07 0.743
企業統治＋社会性 41 86.9 9.49 24 79.9 13.13 0.029
財務 41 236.9 19.91 24 235.5 22.84 0.796
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグあり
ＣＳＲ支援を主な目的としないＮＰＯとの
ダイアローグなし
 
 
 
 
３） 小括  
 
 本節においては、日本企業に対する質問票調査の分析を通して、日本における
ステークホルダーエンゲージメントの実施状況に関する検証を行った。  
 最初に全体的な傾向を掴むとともに先行研究においてたびたび指摘され、前節
のステークホルダーに対する調査においても示唆されていたステークホルダーの
資産としての「社会からの信頼」と「知識・情報」が他の項目に比べて企業の意
思決定に影響を与えていることが改めて確認された。  
 続いて先行研究において批判の多い「企業からの依頼によるステークホルダ
ー・ダイアローグ」実施企業に焦点をあてた分析を行った。ここでは同じくステ
ークホルダー・ダイアローグを実施してはいるが、その相手として「対抗者」候
補を含む可能性のある「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団
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体・非営利組織」とのダイアローグを実施したことがある企業とない企業の２つ
のグループを設定していくつかの項目についてその取り組みや意識の違いについ
て検証した。  
 こうした分析から示唆されたのは、自らが主に経済システムに関わる活動をす
る存在であるという条件のもとで、経済システムから距離を置いて公共圏に属す
る「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」と
積極的に関わりを持とうとする企業は、よりステークホルダーエンゲージメント
の理念に近づいた活動をしているということである。すなわち、ステークホルダ
ーの声を聞いて信頼を得る努力をしている。また、そうした性格を有している「対
抗者候補ステークホルダーホルダーとのダイアローグあり」企業は、ステークホ
ルダーエンゲージメント以外にも外部から評価を得ることのできる活動により積
極的に取り組んでおり、結果として外部評価のスコアを高めていることも合わせ
て示された。  
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第４章 「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメント  
  ―日本における NPO のケーススタディ  
 
 本研究が取り組んでいるのは「対抗者」の条件を満たす可能性を有するステー
クホルダーを見いだして、その活動の実態について検証するということである。
そして、「対抗者」についての知見を得るために 3 つの分析視角が見出された。 
まず、相手を「倒すべき敵」と見做さないものの対立状態については肯定すると
いうことから、対立局面と協調局面の両方を受け入れていることが考えられてい
る。次に、先行研究における知見と同様に知識と能力が「対抗者」にとっても重
要になると想定されている。最後に、自らの主張に対する聴衆の支持を得るため
の説得とその説得が受け入れられる素地としての言説を形成するために何らかの
活動が行われていると考えられる。  
 前章におけるステークホルダーと企業に対する質問票調査からは、「対抗者」の
条件を満たすステークホルダーが存在する可能性が示唆された。そうしたステー
クホルダーは自らの知識・情報を重要な資源として認識している。そして企業に
対して緊張感のある働きかけを行う一方で協調的、協働的な要素の強い活動にも  
取り組んでいる。  
 本章では「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントについてケース
スタディを行って、過度の対立による影響力の喪失か企業への近づきすぎから生
じる企業による取り込みかというディレンマから逃れるための行動について検証
する。そのために「対抗者」は対立局面と協調局面の両方を受け入れていること
が考えられており、それがどのように実践されているかについて明らかにする必
要がある。また、合わせて質問票調査においては明らかになっていなかった聴衆
すなわち社会からの支持を獲得するための活動をどのように行っているかについ
ても検証する。  
 この調査目的のために 2 つの国際 NGO の日本における活動主体に対してイン
タビュー調査を実施した。対象とする NGO はグリーンピース・インターナショ
ナルの日本での活動主体であるグリーンピース・ジャパンと、WWF の日本での
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活動主体である WWF ジャパンである。グリーンピースは本研究で「ステークホ
ルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」を活用し、企業に対
するキャンペーン活動に多く取り組んでいる団体である。一方、WWF はコーズ
リレイテッド・マーケティングを中心とする企業との協働に積極的に取り組んで
いる団体である。この 2 つの団体はいわば対立と協働というステークホルダーエ
ンゲージメントの両極ともいえる手法をそれぞれ主に駆使する団体であり、その
両極が過度になった状態である関係を喪失する対立と取り込みという事態を回避
するための行動を探ることが可能となると考えて選定をしている。  
 この後、第１節ではグリーンピースのケーススタディを、第２節では WWF の
ケーススタディをそれぞれ行い、第 3 節ではまとめを行う。  
 
 
 
１節 グリーンピース・ジャパンのケーススタディ  
 
１） 活動の概要と団体の基本的な考え方  
 
 グリーンピース・ジャパン（一般社団法人 グリーンピース・ジャパン、以後、
グリーンピース）は企業に対する数々の抗議活動を行っているが、その一例が
SUSTAINABLE SEAFOOD PROJECT（お魚・スーパーマーケットランキング）
である。この活動は、スーパーマーケットに対し太平洋クロマグロなどの絶滅危
惧種を薄利多売するモデルが極端な消費活動を促し過剰漁業に拍車をかけている
ことを問題視し、環境に持続可能な調達方針を導入・強化させていくことを目的
にしている。初期は東京電力福島第一原発事故に伴い、海産物の持続可能性だけ
ではなく、消費者の放射能内部被曝のリスク低減のために、国内の大手スーパー
マーケット 5 社（イオン、イトーヨーカドー、ユニー（アピタ）、ダイエー、西
友）に対し、持続可能な調達方針の策定と実行、また 2011 年の第 1 回目では魚
介類商品における自主放射能検査の実施と結果公表、政府の定める高すぎる暫定
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規制値にとらわれない独自の流通基準の策定と公表、そして漁獲海域の明示を要
請し、各社と対話を継続しているものである。2011 年 11 月に第 1 回の調査結果
の公表を実施したのち、2013 年に第 2 回、2013 年 12 月に第 3 回、2015 年 2 月
に第 4 回と活動を重ねている。  
 こうした活動について、グリーンピース自身は自らをどのようなものとして認
識しているのであろうか。グリーンピース・ジャパンの広報室長・関本氏は、企
業と NGO の協働が広まった現在の状況下において自らの位置づけを次のように
語っている。 4 
 
 最近では企業と NGO の協働、あるいはプロジェクトごとに企業から助成金
などを受けながら活動している NGO もあります。ただ、グリーンピースの場
合は政府や企業の利害関係に左右されない独立したキャンペーン活動を行っ
ています。協働という昨今の流れという大きな意味では社会全体としては協働
しているかもしれませんが、距離をおいています（関本氏）  
 
 グリーンピースは企業・行政からの寄付を一切受け付けず、個人サポーターか
らの寄付のみで運営する団体である。そのため企業とは距離を置きながら、すな
わち、対立を恐れずに活動することを自らの役割であると考えている。一方で「た
だ対話が全然ないというわけではない」（関本氏）という。関本氏によればグリー
ンピースの企業に対する働きかけは次のようなものとなる。  
 
グリーンピースの活動の場合ですと、どうしてもアクションとしての企業へ
の抗議活動が目立ちますが、それはある意味最終的な手段です。実は、その前
に企業に何度も面会を申し入れています。最初は手紙を送り、手紙を送る前に
もグリーンピースの独自の調査を行ないます。それで、グリーンピースの調査
の結果を知らせ、現状を把握しているか、また企業の考えを聞きたい旨を説明
し、ミーティングをもたせてほしいという働きかけをします。（関本氏）  
                                                   
4 インタビュー調査は 2015 年 8 月 24 日（月）14；00～15：00 に実施された。  
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そして、  
 
でも、それ（ミーティングの申し入れ）に応じてもらえなかったり、コミュ
ニケーションを続けていてもなかなか事態が改善されないっていう場合は、一
般の消費者を巻き込んでオンラインやオフラインのアクションを起こす場合
もあります。（関本氏）  
 
という。こうした活動方法は、本研究において「ステークホルダーからの依頼に
よるステークホルダー・ダイアローグ」と定義している形態の活用であるが、こ
うした戦略は、グリーンピース内で「IDEAL 戦略」と名付けて明確に定義され、
標準化されている。それは、関本氏によれば以下のようになる。  
 
「IDEAL 戦略」と私たちは呼んでいるんですが、I は Investigation、調査
です。D が Document、調査を文書にしたり、レポートにしたり、報告書をま
とめたりです。ブリーフィング・ペーパーとして 10 ページくらいのものから、
多いものですと 50 ページ、100 ページとかそういうものまでまとめるときが
あります。そして、Expose、発表する。記者会見だったり、一般の方々に向
けて効果的に発表するというのが Expose です。それから、Action。それでも
変わってほしい相手先が変わらないとか進展が見えないというときに何か（抗
議行動のような）Action を起こして変えていく。それから、Lobby です。政
府に働きかけたりします。グリーンピースとして最適なチームを作って、たと
えば、気候変動の会議のときなんかですと、10 人くらいの国際チームを作っ
て、その国際会議にオブザーバーとして参加できるんです。その時に各国の代
表団にこういう風な発言をしてほしい、私たちはこういうエビデンスをもって
いるとか、そういったような働きかけをします。（そうしたことのできる）国
連の総合協議資格という風に呼ばれているものは、数少ない NGO だけに限ら
れています。（関本氏）  
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 このように、知識・情報を活動のカギとしているグリーンピースにとっては、
その信頼性の担保が非常に重要になってくる。そのため。グリーンピースはイギ
リスのエクセター大学に独自のラボを有している、また、グリーンピース・ジャ
パンで急ぎのデータが必要とされる場合には大学などの外部の研究機関にデータ
分析の依頼を行うこともある。さらに、グローバルに活動展開をしているため、
必要に応じて海外の活動拠点に協力を要請することもある。グリーンピースは、
こうした様々な仕組みによって企業とのやり取りに必要な知識・情報を動員でき
る体制を整えている。  
 こうした体制によって企業との交渉に望むに当たっては詳細な実態調査を実施
する。それは「曖昧な調査はしない」（関本氏）という方針の下で実施され「環境
に影響を与える、あるいは生態系に影響を与える有害な化学物質が何月何日の何
時にどこの工場から排水口から出されていました、これについてどう思われます
か、これについて事実を把握していますか、というような問いかけ」（関本氏）と
して活用される。  
以上のように、グリーンピースは「ステークホルダーからの依頼によるステー
クホルダー・ダイアローグ」を実施する際には自らの知識・情報を活用すること
を明確に戦略としている。そのため、グローバルでの活動拠点における情報共有、
外部ネットワークとの連携なども活用して知識・情報の充実を図っている。  
 
２） 企業とのコミュニケーションにおける姿勢  
 
 企業との対立を厭わないグリーンピースであるが、「IDEAL 戦略」と同様にそ
の対立のあり方については「クリエイティブ・コンフロンテーション」という定
義が与えられ「何かを創り出すための対立」（関本氏）と位置付けられている。す
なわち、活動の成果を得ることが対立の最大の目的であることを明確にしている
わけである。そのため、成果を得るために必要に応じて企業の事情への一定の配
慮もなされている。  
企業の調達方針に関する問題であれば、「企業さんの方も調達方針ですので、明
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日明後日変えてくださいというのは土台無理な話です。原料調達も在庫もおあり
でしょうし」（関本氏）といったように企業の活動サイクルを認識した上でやりと
りは行われる。  
そして、ある種の化学物質の使用取りやめの申し入れに対して、代替原料がな
いなどの根拠が示されたケースのように、「もちろん製造の工程の段階で必要です
し、それに変わる代替原料がないということもあります」（関本氏）という形で企
業の事情に理解を示した上で、「ただ、そうはいっても、どんどん新しい技術が開
発されていますので、そういった努力をしてほしいというような要望を出してい
きますと、じゃあ考慮します、そういったような交渉をします」（関本氏）といっ
た具合に自らの要求が続いていく。調達や在庫といった概念をとおして企業の事
情への理解を示しつつ、そこには論争の場を維持するために貢献しているという
側面もあるといえよう。  
 また、「IDEAL 戦略」に基づく SUSTAINABLE SEAFOOD PROJECT（お魚・
スーパーマーケットランキング）のような取り組みについて関本氏は次のように
も述べている。  
 
 少なからず競争みたいな感覚が各企業さんにでるわけです。Vol.1 のときに
は 1 番高評価だったのがイオンさん、その次がイトーヨーカ堂さん、という
ことだったんですけれども、Vol.2 では、最下位だった西友さんが、頑張って
第 2 位になったとか、こういった企業同士の競争というものを作り上げて結
果的には持続可能な調達方針の実現というもののサイクルを早くしていきま
す。企業の自助努力ももちろんなんですが、そういった競争原理を創り出すこ
とによって、より早く現実的で、消費者の方に受け入れられるような調達方針
を作っていく、といったキャンペーンです。（関本氏）  
 
 こうしたコメントからは、成果の獲得に向けて一種の経済システムの活用と呼
べることも行っていることがうかがえる。経済システムの矛盾が生み出す弊害に
ついて批判はするもののその存在を否定するのではなく、交渉相手である企業が
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活動するフィールドにおける経済システムのコードを積極的に利用するのである。
こうした経済システムのコードの利用について関本氏はさらに次のようにもコメ
ントしている。  
 
 どこかの企業さんがいち早くこの調達方針を変えたとか、そういったものは
ひとつの大きな成果ですので、それはやはり一般の方にお伝えをします。そう
することで一般の消費者の方々がもっと企業さんに対して、ここで買い物をし
たいとか、ブランドイメージを高めていくということになります。（関本氏）  
 
 自らの活動によるランキングの結果、ブランドイメージを高める企業が出てく
ることは明らかに肯定的に捉えられている。こうしたランキングにおいては企業
の回答次第では対立的な局面が生じる可能性もある。しかし、一方では、
Zadek(2007)が指摘していたブランドイメージの向上につながるような「正統性
の付与」がもたらされ企業がメリットを享受する可能性もまた用意されている。
ここで、企業がパートナーシップにおいて「正統性の付与」を獲得する場合との
大きな違いは、いわば企業が選択を迫られている状態であるという点である。「正
統性の付与」は用意されているものの、それを獲得できるのはグリーンピースの
主張に沿った活動を実際に行っている企業に限られる。「正統性の付与」を獲得で
きるか否かはあくまでも企業の対応によって決定されるのである。  
 また、ここで見逃してはならないのは、このように企業にブランドイメージ向
上を成立させる、あるいは少なくともブランドイメージの棄損を避けるためにき
ちんと回答を行おうと思わせる要因である。お魚・スーパーマーケットランキン
グのケースのようなランキングが成立するためには、企業がきちんとした回答を
することが必要となる。そのためには企業がグリーンピースの知識・情報、そし
てそれを背景とした社会からの信頼に対して一定の評価をしていることが前提と
ならざるを得ない。グリーンピースのこうした戦略の選択を可能にしているのは、
彼らが構築している知識・情報、あるいは能力である。  
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３） 聴衆の支持を得るための説得と公共の言説の形成に向けた努力  
 
 対峙している相手を打ち倒してしまうことではなく、むしろ、論争において打
ち勝つことを目指す「対抗者」は自らの主張への社会からの広範な支持を確立す
るために、対峙する相手への直接的な働きかけ以外にも積極的なコミュニケーシ
ョン活動を行う。Klandermans(1992）が指摘している「説得的コミュニケーシ
ョン」とその効果を高める「公共の言説」への働きかけである。  
 グリーンピースも質問状の送付とその回答によるランキングの公表などの標的
企業に対する直接的な働きかけに伴うコミュニケーション以外に社会に向けて自
らの考え方の正統性を獲得するための活動を積極的に行っている。  
 寄付をしてくれるサポーターに対してはその意識調査を、オンラインで１年に
１回程度行っている。そこでサポーターが関心を持っている活動分野やグリーン
ピースへの要望が把握され、活動に反映させる。  
 そして、自らの活動を受け入れられやすくする素地づくりという課題に関係す
ることとして、関本氏はグリーンピース・ジャパンが活動のテーマを決定するに
あたって、「日本の問題で、一番変えなければいけないというのは、消費者の意識
だと思っている」（関本氏）という認識を述べている。そして、活動のテーマは「本
当に私たちの世代で、決定しなければいけないことは何なのか、今、分かれ道に
いるとしたらどっちの方向に行くんだろう、ということを問題提起をして、それ
から解決策を提示して、その解決策の方向に消費者の方々と一緒に活動していく
と。そういう風に決めています」（関本氏）としている。  
こうした社会からの支持の重要性についての認識の下で、企業に対する働きか
けとは別に広く社会に自らの主張を訴求する活動は活発に行っている。記者向け
に行うセミナーはその一環である。関本氏によると、それは以下の通りである。  
 
グリーンピースは広報活動というものには代々すごく重点を置いてきまし
たので、記者さんとのリレーションづくりというものをとっても大事にしてい
ます。やはり、科学記者さんですと、調査をベースにして記事を書かれていま
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すので、そういった科学調査についても日本の専門家だったり、日本に専門家
がいない場合は他のオフィスの専門家を招へいしてセミナーを行ったりとか、
そういったこともしています。（関本氏）  
 
現代社会において、言説の形成におけるマスメディアの影響力の重要性は様々
な場面で指摘されているが、グリーンピースはそれを認識し、自らが保有してい
る知識・情報を活かしてマスメディアとの関係構築の努力も行っているわけであ
る。  
また、広報活動に代々力を入れてきたというコメントの通り、パブリシティ戦
略も緻密なものである。例えば情報発信の際にはタイミングを最適化する戦術も
採用している。関本氏によると、それは以下の通りである。  
 
何か大きな国際会議があるときにはグリーンピースのポジション、立ち位置
というものをはっきりするために、ポジショニングペーパーというものを作り
ます。それをきちんとご説明をしますと、記者さんの方は、環境 NGO は政府
に提言、とか、そういった形で記事を書いて下さいますので、やはりそういっ
たタイミングを大きなスケジュールの中で練って一番効果的な発表方法を考
えています。（関本氏）  
 
また、その時々のテーマによってターゲットを明確化し対象とするメディアの
選定も行っている。それは、「持続可能な調達方針というものが業界全体に知られ
ていないといけない、という場合ですと、その流通の業界の人たちが読むような、
小売ですとか流通の専門誌にパブリシティを出していく」（関本氏）ことであった
り、「一緒に企業に働きかけてもらいたい相手というものが、主婦のグループだっ
たりという場合ですと、新聞の夕刊の生活面にターゲットを絞っていったり、グ
リーンピースのウェブサイトではわかりやすいブログを書いたり、女性週刊誌と
いったところに働きかけていったり」（関本氏）といった具合であり、消費財を扱
う企業が用いているような専門性の高い戦術が駆使されている。  
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こうして情報発信は様々な工夫を凝らしながら実行されているが、それがどの
くらいメディアにカバーされているのかも外部の調査機関に依頼して常に確認す
る作業も合わせて行っている。  
以上のように、グリーンピースは、保有している知識・情報を活かすとともに
よく考えられたパブリシティ戦術も駆使して、自らの主張に対して社会からの支
持を獲得するための取り組みを活発に行っている。  
 
 
 
２節 WWF ジャパンのケーススタディ  
 
１） 活動の概要と団体の基本的な考え方  
 
 WWF ジャパン（公益財団法人世界自然保護基金ジャパン、以後 WWF）はグ
リーンピースとは異なり「どこからでもよいということはありませんが、寄付を
いただいたり商品コラボレーションをしたりする」（WWF ジャパン  サポーター
事業室・小田氏）団体であり、特に「コーズリレイテッド・マーケティングは
WWF の重要な活動分野となって」（小田氏）いる。 5 こうした企業とのパート
ナーシップを積極的に実施する戦略は、WWF の小田氏によると次のような認識
に基づいている。  
 
自然環境に負荷を与えている産物について市場を変革することによって生
物多様性を守るという活動をかなり重点的にやっています。自然環境に負荷を
与えている産物について市場を変える、といってもわれわれは市場のプレーヤ
ーではありませんので、市場を変えるためにはそのサプライチェーンを握って
いる企業さんの参加が非常に重要だと考えています。市場を変えるためには企
業さんをパートナーとして一緒に市場を変えていただく必要があります。（小
                                                   
5 インタビュー調査は 2015 年 10 月 15 日（木）15；00～16：00 に実施された。 
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田氏）  
 
 さらに、小田氏はこうした認識のもとでの WWF は企業との関係の具体的な方
針として次のように説明している。  
 
WWF と企業さんとの関係というのは常に３つの円が重なる部分であるべ
きで、どれか１本では成り立たないと考えています。一つ目はフィランソロピ
ー、いわゆる寄付です。法人会員制度もありますし、プロジェクトスポンサー
もあります。また、製品の寄贈もありますし、パンダロゴのライセンスの商品
の販売を通じた資金の獲得というものもあります。寄付は活動資金を獲得する
という分野です。二つ目としては、コミュニケーションを共にするということ
があります。広報ですね。そこでの協力というのももう一つの柱です。三つめ
はトランスフォーメーション。市場変革です。この３つが合わさって初めてパ
ートナーとなります。（小田氏）  
 
人々の暮らしや営みを支える何ものかを生産しているわけではない自分たちが
できるのは、価値創造の担い手である企業の活動のあり方を変革していくことで
あるという認識がそこにはある。WWF はこうした点が起点となって企業とのパ
ートナーシップに積極的に取り組んでいるわけである。  
 
２） 企業とのコミュニケーションにおける姿勢  
 
 企業との積極的なパートナーシップを積極的に展開する WWF であるが、その
最大の目的は自分たちの主張する地球環境の保護のために企業の変革を促すこと
であり、良好な関係はあくまでも、企業の変革を促すための手段という位置づけ
となっている。  
 そのため WWF はパートナーを選択するために慎重に基準を設けている。小田
氏はこれについては、次のように明確に説明している。  
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方針として環境の取り組み面で審査をさせていただいております。どんなに
大きなご寄付のお話しであっても、一方で環境破壊をしているような企業です
とか、持続可能な調達に全くご関心のない企業からは寄付はいただけません。
（中略）寄付をもらっているのでものが言えないとかいうことはないように、
というか、そうした取り組みと連動して寄付もいただくということが大原則と
なっています。これが WWF の企業さんとのお付き合いの方法です。（小田氏） 
 
 そうした基準はより具体的には以下のようなものである。  
 
 ブラックの業界はあります。武器、ニュークリア、たばこ、公序良俗に反す
るものはもちろんダメです。そういう業種、業態の企業とはコラボレーション
できませんが、他は業種も違えば取り組み内容も違います。ただ、環境面がメ
インですが、3 本柱で特に一緒にコミュニケーションするようなパートナーに
ついては、環境だけではなく、児童労働、強制労働など、企業さんも常にデュ
ーディリジェンスされるようなことについては我々も確認をします。（小田氏） 
 
 さらに、コーズリレイテッド・マーケティングにおける商品開発においてもそ
れは同様である。  
 
 パンダロゴのライセンスもどんなに高いライセンス・フィーをオファーされ
たとしても、まずその企業さんの取り組みの内容や商品自体のサステナビリテ
ィの点でクライテリアがありますから、そこをクリアしない限り現実化しない
ということです。（小田氏）  
 
 こうして、WWF は、自らのガイドラインに合致しない企業とは協働しない方
針をとっている。そればかりではなく、場合によってはグリーンピースなどと同
様の抗議活動を行うことも辞さない。  
 インドネシアの森林企業である April 社への働きかけはその具体例である。た
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だ、そこにはグリーンピースのケースでも見られた一定の配慮は伴っている。小
田氏によると WWF が抗議活動にいたる経緯は次の通りである。  
 
何かよくないことを見つけたとたんに、いきなりそういった形の批判をする
ことはありません。あのケースも何度も何度も改善を求めてきた中で全く改善
が見られず、むしろ拡大し、ハイコンサベーションバリューという非常に重要
な森林域も含めて開発をして紙パルプの生産用の植林をしていたりといった
事例と聞いています。残念ながら紙は一部日本でも流通しているようですが、
現地でも WWF は改善を求めているにもかかわらず全く改善が認められない
というケースで、そういう場合にはああいうコメントを出すことももちろんあ
ります。（小田氏）  
 
 また、表面化はしていないものの改善を求めて水面下で対話を行っている企業
も存在している。  
 
 当然、WWF の活動の範囲ですので、海の分野でも、山の分野でももちろん
あります。やはりサステナブルなシーフードも、サステナブルな林産物も普及
はまだまだですから。サステナブルでないものを多く扱っている、ハイ・イン
パクトな企業には働きかけをしています。」（小田氏）  
 
 企業との積極的なパートナーシップが前面に出ている WWF であるが、一方で
「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」の活用
による企業に対する抗議活動も非日常ではないのである。  
 さらに、サポーターとして会員となっている企業に対しても会員規約において
退会の基準を設定しており、「滅多にないですが、退会という道も開いています」
（小田氏）というとおり、常に企業との距離を適正なものとするように努力を続
けている。  
 こうした活動方針の背景にあるのは、サポーターの支持の維持の重要性の認識
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である。小田氏は企業との関係におけるサポーターの存在について「常に厳しい
目がありますので、企業パートナーは組織全体で決裁を経て初めて成立します。
ですから数は限られてきます」（小田氏）と述べて企業パートナーの選定には細心
の注意が払われていることを説明している。さらに「信頼が命です。他に何もあ
りませんから。技術があるわけでも、製品があるわけでもないので、そこを損な
わないように特に法人関係では気を配っています」（小田氏）と述べて、サポータ
ー、社会からの信頼が最も重要な資源であるという認識を表明している。このよ
うに、WWF が企業に対して厳しい姿勢を選択する際には、自らの資源の維持を
優先的に考える姿勢が反映されているといえるであろう。  
 
３） 聴衆の支持を得るための説得と公共の言説の形成に向けた努力  
 
先に触れた WWF の企業との関係についての方針において、コミュニケーショ
ン、すなわち広報がその一角を占めている通り、WWF は社会に対する自らの主
張の訴求に注力している。  
その一例が、自ら設定した基準でのランキングの発表である。それは小田氏に
よると次のようなものである。  
 
WWF の取り組み分野は海も森も野生生物もありますが、例えば地球温暖化
を防ぐという分野では、日経などでも掲載されていましたが「地球温暖化ラン
キング」というスコアリングを発表しています。第 1 弾が電気業界、第 2 弾
が自動車業界です。やはりそれが発表されるといろいろ報道もされますし、根
拠と採点の基準の詳細まですべてオープンにしています。（小田氏）  
 
 こうしたランキングは、企業のブランドについての意識に作用するものであり、 
「地球温暖化ランキング」に対する反応について小田氏は  
 
 非常に多くの問い合わせもありました。また、それをきっかけに、当初は「当
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社は少しランクが低かったのだけれどどうしてなのですか」というようなクレ
ームのようなものもありますが、それはむしろ非常に良い機会ということでミ
ーティングをして「ここがよくなると実はこんなにランクがアップするんです
よ」とかお話しをするような機会にしています。（小田氏）  
 
と反響について説明し、さらに「やはり、きちんとした根拠を示して情報を提供
したものについてはきちんと評価いただいているなと法人の担当としては思って
います」（小田氏）と述べてその手ごたえを表明している。  
 また、企業との協働を PR 活動として活用する取り組みもなされている。「サス
テナブル・シーフード・ウィーク ビジネスフォーラム」がその一例である。こ
の取り組みは WWF ジャパンホームページによると、世界的な水産物の消費拡大
を背景として、水産資源の将来的な持続可能性が危ぶまれる中、水産物について
の認証制度（MSC6、ASC7）の活用と、消費国としての日本のマーケットのあり
方について、国内外からのゲストや来場者とともに多方面から検討するために開
催された。このイベントの狙いは、水産物についての認証制度（MSC、ASC）に
実際に取り組んでいる企業の活動を広く社会に伝えることである。そして、「〔流
通業者には〕8 持続可能な水産物を積極的に扱うとか、環境に悪いことはやめて
もらう、（中略）そして、それがサプライヤーに波及して、サプライヤーもそうい
う漁業を支援するといった方向にもっていきたい」（WWF 自然保護室  海洋グル
ープ  水産担当・新井氏）ということが最終的な目的として目指されている。WWF
は、こうした活動の他にも、各種の環境に関するガイドラインの発表やセミナー
の開催などの広報活動に積極的に取り組んでおり、また、有名なパンダロゴを冠
したコーズリレイテッド・マーケティングの商品によるＰＲ効果も小さくないも
のと思われる。以上の通り、WWF はガイドラインやセミナー、さらに前述した
ランキングという豊富な知識・情報を有効に活用する活動に広範に取組んでいる。 
                                                   
6 Marine Stewardship Council：海洋管理協議会  
7 Aquaculture Stewardship Council：水産養殖管理協議会  
8 カッコ内は筆者による補足  
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３節 ケーススタディのまとめ  
 
 ここまで第 1 節と第 2 節では、「対抗者」によるステークホルダーエンゲージ
メントについてより詳細に分析し、過度の対立による影響力の喪失か企業への近
づきすぎから生じる企業による取り込みかというディレンマから逃れるためにど
のような行動がなされているかについてと、前章における質問票調査において明
らかにならなかった社会からの支持の獲得のために自らの主張の浸透を図るとい
うことについて検証する目的に沿ってケーススタディを実施した。本節ではその
まとめを行う。  
 本研究の分析視角の構築を行った際に、「対抗者」ステークホルダーは過度の対
立による影響力の喪失か企業への近づきすぎから生じる企業による取り込みかと
いうディレンマから逃れるために、対立局面と協調局面の両面を使い分けること
が想定された。この点についてグリーンピースは、お魚・スーパーマーケットラ
ンキングのケースにおいて見たとおり、対立に至るか「正統性の付与」という形
で企業にメリットをもたらすかの両方の可能性を提示する戦略を取っていること
が示された。また、グリーンピースは、企業と対峙する活動以外にマスメディア
とのリレーション構築を行って聴衆の支持を得るための説得と説得の素地を最適
化する言説の形成を目指す活動も行っている。こうした活動は社会からの信頼と
いう資源の形成に役立ち、外部のネットワークも活用する形で可能な限りの最大
化が図られている知識・能力と合わせて対立局面と協業局面を並立させる戦略選
択を可能にしている。  
 自らの基本的な姿勢について「クリエイティブ・コンフロンテーション」と定
義して対立を肯定的に捉えるグリーンピースであるが、本章のケーススタディで
見たとおりその背景においては、知識・能力、および社会からの信頼という資源
の構築のために大きなエネルギーをさいており、本研究における「対抗者」の定
義と大きく重なる部分を有しているといえる。  
 一方の WWF は、企業の活動に変革をもたらすことによって自らが考える理想
の世界の実現を目指して企業との積極的なパートナーシップ活動を推進する団体
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である。そのため、グリーンピースほどには対立の姿勢は前面には現れてはこな
い。しかし、ケーススタディでみた WWF は自ら設定した基準に基づいて、パー
トナー選定においてスクリーニングを実施することで自らの主張に沿わない企業
への反対・批判の姿勢を表明している。さらに、それに留まらず、時としては抗
議行動も行う。WWF は、企業とのパートナーシップを積極的に推進する一方で
こうしたスクリーニングと抗議行動という手法も駆使する形で、対立局面と協業
局面の併用を行っている。こうしたことからみて、WWF もグリーンピースと同
様に本研究における「対抗者」の定義と大きく重なる部分を有しているが、WWF
のケーススタディで合わせて顕著であるのは、対立局面を選択する際の支持者へ
の配慮である。企業との関係については常に支持者からの厳しい視線を感じてい
るというコメントにあるとおり、企業との関係に一定のラインを設けて、場合に
よっては非常に厳しい態度で臨む背景には支持者、ひいては社会からの信頼とい
う資源を最優先に考える姿勢がある。  
 以上のとおり、2 つの特徴的なステークホルダーのケーススタディを行ったが、
どちらかといえば対立的な戦略を活用するグリーンピースが一方では「正統性の
付与」という企業にとってメリットをもたらす可能性を合わせて提示し、どちら
かといえば協調的な WWF が時として対立を厭わない行動を選択するということ
が示されている。本研究で「対抗者」の戦略とした対立局面と協調局面の併用を
実践する 2 つの団体に共通しているのは、対立局面と協調局面を併用する際の、
知識・能力の重視と聴衆の支持の獲得のための活動という他の２つの条件との関
係である。すなわち、知識・能力と聴衆の支持を背景とする社会からの信頼とい
う資源なしにはこうした戦略は実行不可能である。また、WWF のケースで見ら
れた通り、聴衆の支持の維持は対立局面と協調局面のスイッチの切り替えの意思
決定の根拠になりうるのである。  
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第５章 結論とインプリケーション  
 
本研究は、21 世紀の企業の社会的責任を構成する要素として不可欠であると位
置付けられているステークホルダーエンゲージメントが、過度の対立による影響
力の喪失か企業の取り込みによる批判力の喪失かというディレンマを抱えてしま
っていることに対して、対立を肯定的に捉える多元的民主主義における「対抗者」
というプレーヤーのポテンシャルを活用してその解決の可能性を探ることを目的
としたのであった。  
ここまで本研究では第 1 章において見通しを述べた後、第 2 章では、まず第 1
節でステークホルダーエンゲージメントとは何かについての文献レビューを行っ
た上で本研究におけるステークホルダーエンゲージメントの定義を行った。その
上で先行研究のレビューを通して、現在のステークホルダーエンゲージメントが、
過度の対立による影響力の喪失か企業の取り込みによる批判力の喪失かというデ
ィレンマを抱えてしまうリスクという課題を指摘した。そして続く第 2 節におい
ては、そうしたステークホルダーエンゲージメントの課題の解決の方向を見いだ
すことを目的として、まず、ハーバーマス、クロスリーといった論者の公共圏、
新しい社会運動の議論について検討して社会システムの生み出す矛盾への抵抗と
しての公共圏という社会運動の意義を確認した。そして、アレントの現われの空
間、ムフの多元的民主主義へと議論を進めて「対抗者」によるステークホルダー
エンゲージメントという概念を導出した。さらに、第 3 節では、「対抗者」によ
るステークホルダーエンゲージメントの概念について詳細な検討を加えて研究課
題の明確化を行った。  
この後、本研究は実態調査の段階に進んだ。調査は、文献レビューから導出し
た 4 つの活動について実施した。すなわち、企業からの依頼によるステークホル
ダー・ダイアローグ、ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダ
イアローグ、ステークホルダーによるコンサルテーション、パートナーシップの
4 つである。  
第 3 章の第 1 節で調査の概要を述べた後、第 2 節では日本のステークホルダー
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エンゲージメントの現状についてステークホルダーに対する質問票調査を実施し
て分析を行った。対象としたのは『東洋経済 CSR 総覧（2013）』において企業と
のエンゲージメントの実績があるとして名前の挙がっていた団体である。ここで
は、本研究の研究課題となった「対抗者」による活動の可能性について検証した。
続く第 3 章の第 3 節では企業に対する質問票調査を実施して分析を行った。ここ
では、全体的な傾向を明らかにするとともに先行研究においては批判の多い「企
業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」を実施している企業につ
いて分析を行っている。  
第 4 章では、「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントについてケ
ーススタディを行って、関係を喪失しない対立と自らの立場を維持する協働がど
のように行われているかについて検証を実施している。  
こうした本研究の議論と考察からは以下の結論が得られた。  
まず、本研究が定義した「対抗者」の概念に沿うステークホルダーの存在が示
唆されている。ステークホルダーに対する質問票調査においては「企業にものを
言う」活動を行う一方でより協調的、協働的な活動にも取り組むステークホルダ
ーの存在が明らかになった。また、そうしたステークホルダーは、自らの知識を
重要であると考える傾向も合わせて示されている。  
次に、企業に対する質問票調査においては、本研究において「対抗者」候補で
あると定義したステークホルダーとのエンゲージメントに取り組む企業は、より
ステークホルダーエンゲージメントの理念に近い形で対応するポテンシャルを有
していることが示唆されている。すなわち、企業が自分にとって都合のよいステ
ークホルダーを選んで参加させてしまうために機能不全を起こしてしまうと批判
されることの多い「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」に
おいて、あえて対立や摩擦を生み出す可能性のある「企業の CSR 支援を目的と
しない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」とエンゲージメントを実施して
いる企業は、そうでない企業よりもステークホルダーについて理解し信頼関係を
構築しようとしている。また、そうしたことも影響しているかもしれないが、外
部評価も高くなる傾向が見られる。  
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そして、ケーススタディにおいては、相手を滅ぼすべき「敵」ではなく「対抗
者」として扱う「対抗者」ステークホルダーは、論争を自らに有利なものとする
ために知識・情報、そして社会からの信頼という資源の構築・維持にどのように
取り組むのかが示されている。  
本研究のインプリケーションとしては、次の２点を挙げておきたい。まず、先
行研究においてはステークホルダーを分類する様々な分析視角が提案されており
本研究でも参照しているが、実践においてはそうした分類のラインはグレーなも
のとなっている。例えば、Elkington and Fennell (1998)は、知識を活用しなが
ら企業に対立的な姿勢を持つステークホルダーを「シャチ」、同じく知識を活用し
ながら企業に協調的な姿勢を持つステークホルダーを「イルカ」と呼んで分けて
いる。これに対して、本研究でのケーススタディでは、対立的なステークホルダ
ーによる協調的な行動や逆に協調的なステークホルダーによる対立的な行動が認
められている。Elkington and Fennell (1998)による分類は、議論の起点として
非常に有効であることは間違いないが、実践においては必ずしもその分類のライ
ンが明確に固定されて存在しているとは限らないのである。  
本研究のインプリケーションとしてもう一つ触れておかなければならないのは、
「企業からの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」についての知見であ
る。この形態のエンゲージメントは GRI、AA1000、ISO26000 といった企業の社
会的責任、あるいは持続可能性に関するガイドラインにおいて取り組みが推奨さ
れているにも関わらず、多くの先行研究が実践における問題点を指摘している。
指摘される問題点の多くは企業の恣意的な取り組みによって本来ステークホルダ
ーエンゲージメントが有しているはずのポテンシャルが発揮できないというもの
である。一方で、本研究においては、まず、先にも触れた通り NPO 調査で「対
抗者」候補とした「ステークホルダーからの依頼によるステークホルダー・ダイ
アローグ」を実施している NPO の中でこの形態にも参加する NPO が存在するこ
とが明らかになっている。さらに、企業調査においては、「企業の CSR 活動支援
を主な目的としない」NPO を実施する相手として選択する企業はそうでない企業
よりも CSR 活動への取り組みにおいて積極的であり外部評価も高いことが示さ
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れている。後に述べるとおり、「企業の CSR 活動支援を主な目的としない」NPO
はあくまでも「対抗者」を含む可能性を有しているのであり、そのすべてのサン
プルがそのまま「対抗者」であるとは言いきれず、この点では本研究の限界であ
る。しかし、上述した調査結果からは「企業からの依頼によるステークホルダー・
ダイアローグ」というエンゲージメントの形態が内包している問題とは別に、取
り組む主体の意図によってそのパフォーマンスが左右される余地があることが示
唆されている。実践において問題が発生していることが確認されているものの、
この形態自体が全くポテンシャルを有していないとはいえないであろうし、さら
に、この形態に取り組むこと自体が企業の恣意的な行為であると判断することは
できないであろう。  
本研究の貢献は「対抗者」ステークホルダーという概念を提示したことである。
「対抗者」ステークホルダーの概念は、公共性、社会運動などの議論からムフの
多元的民主主義における対抗者の概念に至ったことから生じているわけであるが、
本研究では、これをより詳細に検討して３つの特性を見いだした。すなわち、第
1 に、社会からの支持を得るために自らの知識・情報を確かなものとしようとす
る、第 2 に、第 1 番目と同様に社会からの支持の獲得のために対峙する相手のみ
ではなく広く社会に対して自らの主張の浸透を図る、第 3 に全くの対立による影
響力の喪失を避けるために何らかの形で対峙する相手への配慮や協調をする、の
3 つである。そして、この 3 つの特性を分析視角とすることによって日本のステ
ークホルダーエンゲージメントの実態についての質問票調査、およびケーススタ
ディの実行が可能となり、いくつかの知見を得ることができた。  
本研究の限界としては、実態調査における対象が限られていることを挙げてお
かなければならない。質問票調査における「対抗者」候補ステークホルダーはあ
くまでも候補であり、実際には本来の対象よりもかなり範囲が広いままの状態と
なっている。また、ケーススタディは 2 つの団体のみにとどまっており、その「対
抗者」としての行動に対する企業側の評価も明らかになっていない。  
冒頭述べた通り、ステークホルダーエンゲージメントあるいは、企業が持続可
能性に取り組む際のステークホルダーとの関係性は今後ますます重要になってく
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るであろう。経済システムに主に関わる企業と公共圏に属するステークホルダー
との間に生じる緊張関係は根源的ともいえるものであり、対立の芽が全く消え去
ることは考えにくい。そうした条件のもとで発展的な対立のあり方について検討
していくことは意義のあることと考えられる。そうした発展的な対立のあり方に
ついて更なる研究が蓄積されることが今後の課題であろう。  
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（１） NPO への質問票調査  
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（２） 日本企業への質問票調査  
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